
（別表）経済産業大臣の処分に係る標準処理期間

手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

自転車競技法第２３条第１項に基づく競輪振興法人の指定 ２５日 １月

自転車競技法第２６条第１項に基づく競輪関係業務規程の認可
及び変更認可

２５日 １月

自転車競技法第２７条第１項に基づく競輪振興法人の事業計画
書及び収支予算書の認可

２５日 １月

１．自転車競技法（昭和二十三年法律第二百九号）



自転車競技法第２８条に基づく競輪関係業務の休廃止の許可 ２５日 １月

自転車競技法第３４条第１項に基づく競輪振興法人の役員の選
任及び解任の認可

２５日 １月

自転車競技法第３８条第１項に基づく競技実施法人の指定 ２５日 １月

自転車競技法第３９条第１項に基づく競技実施法人の指定の更
新

２５日 １月

自転車競技法第４１条第１項に基づく競技実施業務規程の認可
及び変更認可

２５日 １月

自転車競技法第４２条第１項に基づく競技実施法人の事業計画
書及び収支予算の認可

２５日 １月

自転車競技法第４６条第１項に基づく競技実施法人の役員の選
任及び解任の認可

２５日 １月



２．鉱山保安法（昭和二十四年法律第七十号）

　
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

鉱山保安法施行規則第２９条第１項第２５号に基づく指定記録
保存機関の指定

２０日 ２０日



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

中小企業等協同組合法第９条の２の２第１項に基づく団体協約
の調停

１月 ２月

中小企業等協同組合法第９条の２の２第１項に基づく団体協約
のあっせん

１０日（行政庁が経済産業大
臣及びその他の大臣であると
き又は経済産業大臣及び都道
府県知事であるときは、１５
日）

３週（行政庁が経済産業大臣
及びその他の大臣であるとき
又は経済産業大臣及び都道府
県知事であるときは、１月）

中小企業等協同組合法第９条の２の３第１項に基づく事業協同
組合及び事業協同小組合の組合員以外の者の事業の利用の特例
の認可

１０日（行政庁が経済産業大
臣及びその他の大臣であると
き又は経済産業大臣及び都道
府県知事であるときは、１５
日）

３週（行政庁が経済産業大臣
及びその他の大臣であるとき
又は経済産業大臣及び都道府
県知事であるときは、１月）

中小企業等協同組合法第９条の６の２第１項に基づく事業協同
組合及び事業協同小組合の共済規程の認可

１５日 １月

中小企業等協同組合法第９条の６の２第４項に基づく事業協同
組合及び事業協同小組合の共済規程の変更又は廃止の認可

１５日 １月

３．中小企業等協同組合法（昭和二十四年法律第百八十一号）



中小企業等協同組合法第９条の９第５項において準用する第９
条の２の３第１項に基づく協同組合連合会の組合員以外の者の
事業の利用の特例の認可

１０日（行政庁が経済産業大
臣及びその他の大臣であると
き又は経済産業大臣及び都道
府県知事であるときは、１５
日）

３週（行政庁が経済産業大臣
及びその他の大臣であるとき
又は経済産業大臣及び都道府
県知事であるときは、１月）

中小企業等協同組合法第９条の９第５項において準用する第９
条の６の２第１項に基づく協同組合連合会の共済規程の認可

１５日 １月

中小企業等協同組合法第９条の９第５項において準用する第９
条の６の２第４項に基づく協同組合連合会の共済規程の変更又
は廃止の認可

１５日 １月

中小企業等協同組合法第２７条の２第１項に基づく事業協同組
合等の設立の認可

１０日（行政庁が経済産業大
臣及びその他の大臣であると
き又は経済産業大臣及び都道
府県知事であるときは、１５
日）

３週（行政庁が経済産業大臣
及びその他の大臣であるとき
又は経済産業大臣及び都道府
県知事であるときは、１月）

中小企業等協同組合法第４８条に基づく組合員による臨時総会
招集の承認

１０日（行政庁が経済産業大
臣及びその他の大臣であると
き又は経済産業大臣及び都道
府県知事であるときは、１５
日）

３週（行政庁が経済産業大臣
及びその他の大臣であるとき
又は経済産業大臣及び都道府
県知事であるときは、１月）

中小企業等協同組合法第５１条第２項に基づく定款の変更の認
可

１０日（行政庁が経済産業大
臣及びその他の大臣であると
き又は経済産業大臣及び都道
府県知事であるときは、１５
日）

３週（行政庁が経済産業大臣
及びその他の大臣であるとき
又は経済産業大臣及び都道府
県知事であるときは、１月）

中小企業等協同組合法第５７条の２に基づく会員が火災共済事
業を行うことによって負う共済責任の再共済を行う協同組合連
合会の火災共済規程の変更の認可

１５日 １月



中小企業等協同組合法第５７条の３第５項に基づく信用協同組
合等の事業等の譲渡又は譲受けの認可

１５日 １月

中小企業等協同組合法第５７条の５に基づく共済事業を行う組
合等の余裕金の運用の特例の認可

１５日 １月

中小企業等協同組合法第６２条第４項に基づく責任共済等の事
業を行う組合等の解散決議の認可

１５日 １月

中小企業等協同組合法第６６条第１項に基づく合併の認可

１０日（行政庁が経済産業大
臣及びその他の大臣であると
き又は経済産業大臣及び都道
府県知事であるときは、１５
日）

３週（行政庁が経済産業大臣
及びその他の大臣であるとき
又は経済産業大臣及び都道府
県知事であるときは、１月）

中小企業等協同組合法第８２条の２に基づく中小企業団体中央
会の設立の認可

１０日 ３週

中小企業等協同組合法第８２条の１０第４項において準用する
第４８条の規定に基づく中小企業団体中央会の会員による臨時
総会招集の承認

１０日 ３週

中小企業等協同組合法第８２条の１０第４項において準用する
第５１条第２項に基づく中小企業団体中央会の定款変更の認可

１０日 ３週



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

産業標準化法第３０条第１項及び第２項、第３１条第１項、第
３２条第１項から第３項まで、第３３条第１項並びに第３７条
第１項から第６項までの規定による登録認証機関の登録又は登
録の更新

６月 ６月

産業標準化法第２２条第３項及び第２３条第２項、第２４条第
１項の規定による認定産業標準作成機関の認定若しくは認定の
更新又は変更の認定

６月 ６月

４．産業標準化法（昭和二十四年法律第百八十五号）



83
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

外国為替及び外国貿易法第２５条第５項に基づく役務取引等の
許可

４週 ４週

輸出貿易管理令第２条第１項第１号に基づく貨物の輸出に係る
承認（水銀による環境の汚染の防止に関する法律（平成２７年
法律第４２号）第二条第一項に規定する特定水銀使用製品及び
これを部品として使用する製品（以下「特定水銀使用製品等」
という。）に係るものを除く。）

１週（キンバリ－プロセスに
係るもの、核燃料物質及び核
原料物質に係るもの、麻薬等
の原材料に係るもの、モント
リオ－ル議定書に係るもの、
特定有害廃棄物等に係るも
の、ＰＩＣ条約に係るもの、
ＰＯＰｓ条約に係るもの、水
銀に関する水俣条約に係るも
の、ワシントン条約に係るも
の、並びに希少野生動植物種
に係るものについては、条約
事務局等関係機関への照会に
要する期間を除く。）

１週（キンバリ－プロセスに
係るもの、核燃料物質及び核
原料物質に係るもの、麻薬等
の原材料に係るもの、モント
リオ－ル議定書に係るもの、
特定有害廃棄物等に係るも
の、ＰＩＣ条約に係るもの、
ＰＯＰｓ条約に係るもの、水
銀に関する水俣条約に係るも
の、ワシントン条約に係るも
の、並びに希少野生動植物種
に係るものについては、条約
事務局等関係機関への照会に
要する期間を除く。）

輸出貿易管理令第２条第１項第１号に基づく貨物の輸出に係る
承認（特定水銀使用製品等に係るものに限る。）

４０日 ４０日

５．外国為替及び外国貿易法（昭和二十四年法律第二百二十八号）



輸入貿易管理令第４条第１項第１号に基づく輸入の承認

１週（モントリオ－ル議定書
に係るものについては、条約
事務局等関係機関への照会に
要する期間を除く。）

１週（モントリオ－ル議定書
に係るものについては、条約
事務局等関係機関への照会に
要する期間を除く。）

輸入貿易管理令第４条第１項第２号に基づく輸入の承認（原子
力関係物質に係るもの、火薬類に係るもの、武器関係に係るも
の及び特定水銀使用製品等に係るものを除く。）

１週
（特定輸入承認に係るもの、
ワシントン条約に係るもの、
モントリオール議定書に係る
もの、特定有害廃棄物等に係
るもの、化学兵器禁止条約に
係るもの及び水銀に関する水
俣条約に係るものについて
は、条約事務局等関係機関へ
の照会に要する期間を除
く。）

１週
（特定輸入承認に係るもの、
ワシントン条約に係るもの、
モントリオール議定書に係る
もの、特定有害廃棄物等に係
るもの、化学兵器禁止条約に
係るもの及び水銀に関する水
俣条約に係るものについて
は、条約事務局等関係機関へ
の照会に要する期間を除
く。）

輸入貿易管理令第４条第１項第２号に基づく輸入の承認（原子
力関係物質に係るもの、火薬類に係るもの及び武器関係に係る
ものを除く。）

１週
（ワシントン条約に係るも
の、モントリオ－ル議定書に
係るもの、特定有害廃棄物等
に係るもの、化学兵器禁止条
約に係るもの及び特定輸入承
認に係るものについては条約
事務局等関係機関への照会に
要する期間を除く。）

１週
（ワシントン条約に係るも
の、モントリオ－ル議定書に
係るもの、特定有害廃棄物等
に係るもの、化学兵器禁止条
約に係るもの及び特定輸入承
認に係るものについては条約
事務局等関係機関への照会に
要する期間を除く。）

輸入貿易管理令第４条第１項第２号に基づく輸入の承認（特定
水銀使用製品等に係るものに限る。）

４０日 ４０日

輸入貿易管理令第５条第２項に基づく輸入の承認に係る特別有
効期間の設定又は有効期間延長の承認

１週 １週



輸入貿易管理令第９条第１項に基づく輸入割当て（水産物に係
るものを除く。）

２週
（モントリオ－ル議定書に係
るものについては、条約事務
局等関係機関への照会に要す
る期間を除く。）

２週
（モントリオ－ル議定書に係
るものについては、条約事務
局等関係機関への照会に要す
る期間を除く。）

輸入貿易管理令第９条第１項に基づく輸入割当て（水産物に係
るものに限る。）

４週 ４週

輸入貿易管理令第９条第１項に基づく輸入割当てを受けた者か
らの輸入の委託の確認

１週 １週

外国為替令第６条第２項に基づく支払等の許可

１週
（国連が設置する制裁機関へ
の照会に要する期間を除
く。）

１週
（国連が設置する制裁機関へ
の照会に要する期間を除
く。）

外国為替令第１５条第２項に基づく特定資本取引の許可

１週
（国連が設置する制裁機関へ
の照会に要する期間を除
く。）

１週
（国連が設置する制裁機関へ
の照会に要する期間を除
く。）

外国為替令第１８条第４項に基づく役務取引等の許可

１週
（国連が設置する制裁機関へ
の照会に要する期間を除
く。）

１週
（国連が設置する制裁機関へ
の照会に要する期間を除
く。）

輸入公表第３号に基づく確認

３日（ワシントン条約その他
の国際約束に係るものについ
ては、条約事務局等関係機関
への照会に要する期間を除
く。）

３日（ワシントン条約その他
の国際約束に係るものについ
ては、条約事務局等関係機関
への照会に要する期間を除
く。）



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

火薬類取締法第３条に基づく火薬類製造営業許可 ６０日 ６０日

火薬類取締法第１０条第１項に基づく製造施設､製造方法の変
更

１月 １月

火薬類取締法第１５条第１項に基づく完成検査 １月 １月

火薬類取締法第１５条第１項ただし書きの規定に基づく指定完
成検査機関の指定

２５日 ２５日

火薬類取締法第１５条第１項ただし書きの規定に基づく指定完
成検査機関の更新

２５日 ２５日

６．火薬類取締法（昭和二十五年法律第百四十九号）



火薬類取締法第１５条第２項第２号に基づく認定完成検査実施
者の認定

９０日 ９０日

火薬類取締法第１５条第２項第２号に基づく認定完成検査実施
者の認定の更新

９０日 ９０日

火薬類取締法第２８条第１項に基づく危害予防規程の認可 １月 １月

火薬類取締法第２８条第１項に基づく危害予防規程の変更の認
可

１５日 １５日

火薬類取締法第２９条第１項に基づく保安教育計画の認可 １月 １月

火薬類取締法第２９条第１項に基づく保安教育計画の変更の認
可

１５日 １５日

火薬類取締法第３１条第３項に基づく甲種及び乙種火薬類製造
保安責任者免状の交付

２週 ２週



火薬類取締法第３１条第７項に基づく甲種及び乙種火薬類製造
保安責任者免状の再交付

１０日 １０日

火薬類取締法第３１条第７項に基づく甲種及び乙種火薬類製造
保安責任者免状の書換

１０日 １０日

火薬類取締法第３１条の３第１項に基づく指定試験機関の指定 １５日 １５日

火薬類取締法第３５条第１項第１号に基づく指定保安検査機関
の指定

２５日 ２５日

火薬類取締法第３５条第１項第１号に基づく指定保安検査機関
の更新

２５日 ２５日

火薬類取締法第３５条第１項第２号に基づく認定保安検査実施
者の認定

９０日 ９０日

火薬類取締法第３５条第１項第２号に基づく認定保安検査実施
者の認定の更新

９０日 ９０日



火薬類取締法第４５条の９第１項に基づく指定試験機関の試験
事務の休廃止の許可

３０日 ３０日

火薬類取締法施行規則第３２条に基づく危険の虞のない場合の
特則の承認

６０日 ６０日



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

小型自動車競走法第２７条第１項に基づく小型自動車競走振興
法人の指定

２５日 １月

小型自動車競走法第３０条第１項に基づく小型自動車競走関係
業務規程の認可及び変更認可

２５日 １月

小型自動車競走法第３１条第１項に基づく小型自動車競走振興
法人の事業計画書及び収支予算書の認可

２５日 １月

小型自動車競走法３２条に基づく小型自動車競走関係業務の休
廃止の許可

２５日 １月

小型自動車競走法第３８条第１項に基づく小型自動車競走振興
法人の役員の選任及び解任の認可

２５日 １月

７．小型自動車競走法（昭和二十五年法律第二百八号）



小型自動車競走法第４２条第１項に基づく競走実施法人の指定 ２５日 １月

小型自動車競走法第４３条第１項に基づく競走実施法人の指定
の更新

２５日 １月

小型自動車競走法第４５条第１項に基づく競走実施業務規程の
認可及び変更認可

２５日 １月

小型自動車競走法第４６条第１項に基づく競走実施法人の事業
計画書及び収支予算の認可

２５日 １月

小型自動車競走法第５０条第１項に基づく競走実施法人の役員
の選任及び解任の認可

２５日 １月



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

商品先物取引法第３条第１項ただし書に基づく商品取引所の兼
業の認可

４月 ４月

商品先物取引法第３条の２第１項ただし書に基づく商品取引所
の子会社の認可

１月 １月

商品先物取引法第９条に基づく会員商品取引所の設立の許可 ４月 ４月

商品先物取引法第５４条第５項において準用する第５９条第７
項に基づく会員商品取引所の会員総会の招集の承認

１０日 １０日

商品先物取引法第５９条第７項に基づく会員総会の招集の承認 １０日 １０日

８．商品先物取引法（昭和二十五年法律第二百三十九号）



商品先物取引法第７６条第１項に基づく会員商品取引所の合併
の認可

４月 ４月

商品先物取引法第７８条に基づく株式会社商品取引所の許可 ４月 ４月

商品先物取引法第８８条第１項に基づく株式会社商品取引所の
資本の額の減少の認可

１月 １月

商品先物取引法第９６条第１項に基づく株式会社商品取引所の
解散の決議又は合併の認可

４月 ４月

商品先物取引法第９６条の１９第１項に基づく地方公共団体等
による株式会社商品取引所の総株主の議決権の保有基準割合以
上百分の五十以下の数の対象議決権の取得又は保有の認可

１月 １月

商品先物取引法第９６条の２５第１項に基づく株式会社商品取
引所の子会社化又は株式会社商品取引所を子会社とする会社の
設立に係る認可

４月 ４月

商品先物取引法第９６条の２５第３項ただし書に基づく特定持
株会社が株式会社商品取引所を子会社とする会社であることに
係る認可

４月 ４月



商品先物取引法第９６条の３１第１項に基づく地方公共団体等
による商品取引所持株会社の総株主の議決権の保有基準割合以
上百分の五十以下の数の対象議決権の取得又は保有の認可

１月 １月

商品先物取引法第９６条の３７第１項ただし書に基づく商品取
引所持株会社の子会社の認可

１月 １月

商品先物取引法第１０３条第７項に基づく会員等又は取次者と
銀行等との間における商品取引所への取引証拠金相当額の預託
に係る契約の締結の承認

１月 １月

商品先物取引法第１０４条第５項に基づく商品取引所の格付人
の承認

１月 １月

商品先物取引法第１３２条第１項に基づく会員商品取引所の第
１２１条の組織変更の認可

４月 ４月

商品先物取引法第１４５条第１項に基づく商品取引所を当事者
とする合併の認可

４月 ４月

商品先物取引法第１５５条第１項に基づく商品取引所の定款変
更の認可（上場商品又は上場商品指数の変更（廃止又は範囲の
縮小を除く。）に係るものに限る。）

４月 ４月



商品先物取引法第１５５条第１項に基づく商品取引所の定款変
更の認可（上場商品又は上場商品指数の変更（廃止又は範囲の
縮小を除く。）に係るものを除く。）

１月 １月

商品先物取引法第１５６条第１項に基づく商品取引所の業務規
程等変更の認可（上場商品又は上場商品指数の変更（廃止又は
範囲の縮小を除く。）に係るものに限る。）

４月 ４月

商品先物取引法第１５６条第１項に基づく商品取引所の業務規
程等変更の認可（上場商品又は上場商品指数の変更（廃止又は
範囲の縮小を除く。）に係るものに除く。）

１月 １月

商品先物取引法第１６７条に基づく商品取引債務引受業の許可 ４月 ４月

商品先物取引法第１７０条第２項ただし書に基づく商品取引清
算機関の兼業の承認

１月 １月

商品先物取引法第１７３条第１項に基づく商品取引所の商品取
引債務引受業等の兼業の承認

４月 ４月

商品先物取引法第１７９条第７項において準用する第１０３条
第７項に基づく会員等又は取次者等と銀行等との間における商
品取引清算機関への取引証拠金相当額の預託に係る契約の締結
の承認

１月 １月



商品先物取引法第１８２条に基づく商品取引清算機関の定款又
は業務方法書の変更の認可

１月 １月

商品先物取引法第１８３条に基づく商品取引清算機関の商品取
引債務引受業の廃止又は解散の決議に係る認可

１月 １月

商品先物取引法第１９０条第１項に基づく商品先物取引業の許
可

１月 １月

商品先物取引法第１９０条第２項に基づく商品先物取引業の許
可の更新

１月 １月

商品先物取引法第２０６条第３項に基づく商品先物取引協会の
定款における外務員の登録に関する事項の定めに係る認可

１月 １月

商品先物取引法第２１４条の３第３項ただし書に基づく商品先
物取引業者の損失補てんに係る確認

１月 １月

商品先物取引法第２２１条第２項ただし書に基づく商品取引責
任準備金の使用の承認

１月 １月



商品先物取引法第２２５条第１項に基づく商品先物取引業者の
合併又は分割の認可

１月 １月

商品先物取引法第２２８条第１項に基づく商品先物取引業者の
事業譲渡の認可

１月 １月

商品先物取引法第２４０条の２第１項に基づく商品先物取引仲
介業の登録

１月 １月

商品先物取引法第２４０条の２第２項に基づく商品先物取引仲
介業の登録の更新

１月 １月

商品先物取引法第２４０条の１７において準用する第２１４条
の３第３項ただし書に基づく商品先物取引仲介業者の所属商品
先物取引業者の損失補てんに係る確認

１月 １月

商品先物取引法第２４５条に基づく商品先物取引協会の設立認
可

４月 ４月

商品先物取引法第２５０条第１項に基づく商品先物取引協会の
定款等の変更認可

１月 １月



商品先物取引法第２７７条第２項第３号に基づく商品先物取引
業者が他の委託者保護基金の会員となる場合の承認

１月 １月

商品先物取引法第２７９条第１項に基づく委託者保護基金の設
立認可

４月 ４月

商品先物取引法第２８３条第２項に基づく委託者保護基金の定
款の変更認可

１月 １月

商品先物取引法第２８６条第２項に基づく委託者保護基金の役
員の選任及び解任の認可

１月 １月

商品先物取引法第２９６条第４項に基づく委託者保護基金の運
営審議会の委員の認可

１月 １月

商品先物取引法第３０１条第２項に基づく委託者保護基金の業
務規程の変更認可

１月 １月

商品先物取引法第３０８条第２項に基づく返還資金融資に関す
る適格性の認定

１月 １月



商品先物取引法第３１８条第１項に基づく委託者保護基金の財
務諸表等の承認

１月 １月

商品先物取引法第３２５条第２項に基づく委託者保護基金の総
会の議決による解散の認可

１月 １月

商品先物取引法第３３２条第１項に基づく第一種特定商品市場
類似施設の開設の許可

４月 ４月

商品先物取引法第３３５条第１項に基づく第一種特定商品市場
類似施設に係る事項の変更の許可

４月 ４月

商品先物取引法第３４２条第１項に基づく第二種特定商品市場
類似施設の開設の許可

４月 ４月

商品先物取引法第３４５条において準用する第３３５条第１項
に基づく第二種特定商品市場類似施設に係る事項の変更の許可

４月 ４月

商品先物取引法第３４９条第３項において準用する第２１４条
の３第３項ただし書に基づく特定店頭商品デリバティブ取引業
者の損失補てんに係る確認

１月 １月



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

鉱業法第１８条第２項に基づく試掘権の存続期間延長の許可 １月 ４５日

鉱業法第２１条第１項に基づく鉱業権設定の許可

５月
(鉱業法第２４条の規定に基
づく関係機関への協議期間、
同法第２５条第１項の規定に
基づく採掘出願の場合におけ
る土地の所有者に対する意見
書の提出手続、同法第２７条
第１項及び第２項の規定に基
づく先願待ち期間並びに同法
第２７条第３項の規定に基づ
く競願に係るくじ手続に必要
な期間を除く。)

６月
(鉱業法第２４条の規定に基
づく関係機関への協議期間、
同法第２５条第１項の規定に
基づく採掘出願の場合におけ
る土地の所有者に対する意見
書の提出手続、同法第２７条
第１項及び第２項の規定に基
づく先願待ち期間並びに同法
第２７条第３項の規定に基づ
く競願に係るくじ手続に必要
な期間を除く。)

９．鉱業法（昭和二十五年法律第二百八十九号）



鉱業法第３０条第１項に基づく鉱業出願地の増減の許可

４月
(鉱業法第３０条第２項によ
り準用する同法第２４条の規
定に基づく関係機関への協議
期間、同法第２５条第１項の
規定に基づく採掘出願の場合
における土地の所有者に対す
る意見書の提出手続、同法第
２７条第１項及び第２項の規
定に基づく先願待ち期間並び
に同法第２７条第３項の規定
に基づく競願に係るくじ手続
に必要な期間を除く。)

５月
(鉱業法第３０条第２項によ
り準用する同法第２４条の規
定に基づく関係機関への協議
期間、同法第２５条第１項の
規定に基づく採掘出願の場合
における土地の所有者に対す
る意見書の提出手続、同法第
２７条第１項及び第２項の規
定に基づく先願待ち期間並び
に同法第２７条第３項の規定
に基づく競願に係るくじ手続
に必要な期間を除く。)

鉱業法第３９条第１項に基づく鉱業権設定の許可

５月
(鉱業法第３９条第４項によ
り準用する同法第２５条第１
項の規定に基づく採掘出願の
場合における土地の所有者に
対する意見書の提出手続及び
同法第４０条第４項の規定に
基づく関係機関への協議に関
する期間を除く。)

６月
(鉱業法第３９条第４項によ
り準用する同法第２５条第１
項の規定に基づく採掘出願の
場合における土地の所有者に
対する意見書の提出手続及び
同法第４０条第４項の規定に
基づく関係機関への協議に関
する期間を除く。)

鉱業法第４１条第１項に基づく鉱業権設定の許可

５月
(鉱業法第４１条第４項にお
いて準用する法第２４条に基
づく関係機関への協議、同法
第２５条第１項の規定に基づ
く採掘出願の場合における土
地の所有者に対する意見書の
提出手続に関する期間を除
く。)

６月
(鉱業法第４１条第４項にお
いて準用する同法第２４条に
基づく関係機関への協議、同
法第２５条第１項の規定に基
づく採掘出願の場合における
土地の所有者に対する意見書
の提出手続に関する期間を除
く。)



鉱業法第４４条第１項に基づく鉱区の増加の許可

４月
(鉱業法第４４条第３項によ
り準用する同法第２４条の規
定に基づく関係機関への協議
期間、同法第２５条第１項の
規定に基づく採掘出願の場合
における土地の所有者に対す
る意見書の提出手続、同法第
２７条第１項及び第２項の規
定に基づく先願待ち期間並び
に同法第２７条第３項の規定
に基づく競願に係るくじ手続
に必要な期間を除く。)

５月
(鉱業法第４４条第３項によ
り準用する同法第２４条の規
定に基づく関係機関への協議
期間、同法第２５条第１項の
規定に基づく採掘出願の場合
における土地の所有者に対す
る意見書の提出手続、同法第
２７条第１項及び第２項の規
定に基づく先願待ち期間並び
に同法第２７条第３項の規定
に基づく競願に係るくじ手続
に必要な期間を除く。)

鉱業法第４４条第１項に基づく鉱区の減少の許可 ４５日 ２月

鉱業法第４５条第１項に基づく鉱区の増減の許可

４月
(鉱業法第４５条第３項によ
り準用する同法第２４条の規
定に基づく関係機関への協議
及び同法第２５条第１項の規
定に基づく採掘出願の場合に
おける土地の所有者に対する
意見書の提出手続に関する期
間を除く。)

５月
(鉱業法第４５条第３項によ
り準用する同法第２４条の規
定に基づく関係機関への協議
及び同法第２５条第１項の規
定に基づく採掘出願の場合に
おける土地の所有者に対する
意見書の提出手続に関する期
間を除く。)

鉱業法第４６条第１項に基づく隣接鉱区への掘進増区の許可 ３月 ４月

鉱業法第５０条第１項に基づく採掘鉱区の合併の許可 ７５日 ３月



鉱業法第５０条第１項に基づく採掘鉱区の分割の許可 ４５日 ２月

鉱業法第５０条第２項に基づく採掘鉱区の分割及び合併の許可 ４５日 ２月

鉱業法第５１条の２に基づく鉱業権の移転の許可 ５月 ６月

鉱業法第６２条第２項に基づく事業着手延期の認可 １６日 ３週

鉱業法第６２条第３項に基づく事業休止の認可 １６日 ３週

鉱業法第６３条第２項に基づく採掘施業案の認可･変更の認可

２月
(鉱業法施行規則第２７条第
４項の規定に基づく産業保安
監督部長への協議期間を除
く。)

３月
(鉱業法施行規則第２７条第
４項の規定に基づく産業保安
監督部長への協議期間を除
く。)



鉱業法第６３条の２第１項に基づく施業案の認可・変更

２月
(鉱業法施行規則第２７条の
２第３項により準用する同規
則第２７条第４項の規定に基
づく産業保安監督部長への協
議期間を除く。)

３月
(鉱業法施行規則第２７条の
２第３項により準用する同規
則第２７条第４項の規定に基
づく産業保安監督部長への協
議期間を除く。)

鉱業法第６３条の２第２項に基づく施業案の認可・変更

２月
(鉱業法施行規則第２７条の
２第３項により準用する同規
則第２７条第４項の規定に基
づく産業保安監督部長への協
議期間を除く。)

３月
(鉱業法施行規則第２７条の
２第３項により準用する同規
則第２７条第４項の規定に基
づく産業保安監督部長への協
議期間を除く。)

鉱業法第７６条第４項に基づく租鉱権の存続期間延長の認可 ６５日 ８０日

鉱業法第７７条第１項に基づく租鉱権の設定の認可 ３月 ４月

鉱業法第７８条第１項に基づく租鉱区増減の認可 ３月 ４月

鉱業法第８７条に基づく租鉱施業案の認可･変更の認可

２月
(鉱業法施行規則第３３条に
より準用する同規則第２７条
第４項の規定に基づく産業保
安監督部長への協議期間を除
く。)

３月
(鉱業法施行規則第３３条に
より準用する同規則第２７条
第４項の規定に基づく産業保
安監督部長への協議期間を除
く。)



鉱業法第１００条の２第１項に基づく鉱物の探査の許可 ２月 ２月

鉱業法第１００条の４第１項に基づく鉱物の探査の変更の許可 ２月 ２月

鉱業法第１００条の８第１項に基づく鉱物の探査の許可を受け
た者である法人の合併及び分割の承認

２月 ２月

鉱業法第１００条の９第１項に基づく鉱物の探査の許可を受け
た者の相続の承認

２月 ２月

鉱業法第１０１条第１項に基づく土地立入､竹木伐採の許可 ４月 ５月

鉱業法第１０６条第１項に基づく土地の使用又は収用の許可

５月
(鉱業法第１０６条第２項の
規定に基づく関係都道府県知
事への協議期間を除く。)

６月
(鉱業法第１０６条第２項の
規定に基づく関係都道府県知
事への協議期間を除く。)

鉱業法第１０８条に基づく水の使用又は収用に関する権利の許
可

５月
(鉱業法第１０８条により準
用する同法第１０６条第２項
の規定に基づく関係都道府県
知事への協議期間を除く。)

６月
(鉱業法第１０８条により準
用する同法第１０６条第２項
の規定に基づく関係都道府県
知事への協議期間を除く。)



鉱業法第１１９条に基づく供託金銭の取り戻しの承認 ７５日 ３月

鉱業法施行規則第４１条第１項に基づく供託金銭の分割供託の
承認

１６日 ３週



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

高圧ガス保安法第２０条第１項に基づく指定完成検査機関の指
定

２５日 ２５日

高圧ガス保安法第２０条第３項第２号に基づく認定完成検査実
施者の認定（第３９条の７第２項の書面が添えられている場合
に限る。）

２５日 ２５日

高圧ガス保安法第２０条第３項第２号に基づく認定完成検査実
施者の認定（第３９条の７第２項の書面が添えられていない場
合に限る。）

９０日 ９０日

高圧ガス保安法第２２条第１項第１号に基づく指定輸入検査機
関の指定

２５日 ２５日

高圧ガス保安法第２９条第４項に基づく製造保安責任者又は販
売主任者の免状の交付

１４日 １４日

１０．高圧ガス保安法（昭和二十六年法律第二百四号）



高圧ガス保安法第３１条第３項に基づく指定講習機関の指定 ２５日 ２５日

高圧ガス保安法第３１条の２第１項に基づく指定試験機関の指
定

２５日 ２５日

高圧ガス保安法第３５条第１項第１号に基づく指定保安検査機
関の指定

２５日 ２５日

高圧ガス保安法第３５条第１項第２号に基づく認定保安検査実
施者の認定（第３９条の７第４項の書面が添えられている場合
に限る。）

２５日 ２５日

高圧ガス保安法第３５条第１項第２号に基づく認定保安検査実
施者の認定（第３９条の７第４項の書面が添えられていない場
合に限る。）

９０日 ９０日

高圧ガス保安法第３９条の１３に基づく認定高度保安実施者の
認定又はその更新

４月 ４月

高圧ガス保安法第４４条第１項に基づく指定容器検査機関の指
定

２５日 ２５日



高圧ガス保安法第４９条の５第１項に基づく登録容器等製造業
者の登録（第４９条の８第２項の書面が添えられている場合に
限る。）

４０日 ４０日

高圧ガス保安法第４９条の５第１項に基づく登録容器等製造業
者の登録（第４９条の８第２項の書面が添えられていない場合
に限る。）

４５日 ４５日

高圧ガス保安法第４９条の９第１項に基づく登録容器等製造業
者の登録の更新（第４９条の８第２項の書面が添えられている
場合に限る。）

４０日 ４０日

高圧ガス保安法第４９条の９第１項に基づく登録容器等製造業
者の登録の更新（第４９条の８第２項の書面が添えられていな
い場合に限る。）

４５日 ４５日

高圧ガス保安法第４９条の１５に基づく登録容器等製造業者の
登録証の再交付

３日 ３日

高圧ガス保安法第４９条の２１第１項に基づく高圧ガス容器又
は付属品の形式承認（第４９条の２３第１項の試験に合格した
ことを証する書面が添えられている場合に限る。）

３０日 ３０日

高圧ガス保安法第４９条の２１第１項に基づく高圧ガス容器又
は付属品の形式承認（第４９条の２３第１項の試験に合格した
ことを証する書面が添えられていない場合に限る。）

３０日 ３０日



高圧ガス保安法第４９条の３１第１項に基づく外国容器等製造
業者の登録又は更新（第４９条の３１第２項で準用する第４９
条の８第２項の書面が添えられている場合に限る。）

１５日 １５日

高圧ガス保安法第４９条の３１第１項に基づく外国容器等製造
業者の登録又は更新（第４９条の３１第２項で準用する第４９
条の８第２項の書面が添えられていない場合に限る。）

４５日 ４５日

高圧ガス保安法第４９条の３３第１項に基づく外国容器等製造
業者に係る容器又は附属品の型式承認（第４９条の３３第２項
で準用する第４９条の２１第３項に規定する第４９条の２３第
１項の試験に合格したことを証する書面が添えられている場合
に限る。）

１５日 １５日

高圧ガス保安法第４９条の３３第１項に基づく外国容器等製造
業者に係る容器又は附属品の型式承認（第４９条の３３第２項
で準用する第４９条の２１第３項に規定する第４９条の２３第
１項の試験に合格したことを証する書面が添えられていない場
合に限る。）

３０日 ３０日

高圧ガス保安法第５６条の３第１項に基づく指定特定設備検査
機関の指定

２５日 ２５日

高圧ガス保安法第５６条の３第１項に基づく特定設備検査(特
定設備の製造をする者）

８０日 ８０日

高圧ガス保安法第５６条の３第２項に基づく特定設備検査(特
定設備の輸入をした者）

３０日 ３０日



高圧ガス保安法第５６条の３第３項に基づく特定設備検査(外
国において本邦に輸出される特定設備の製造をする者）

８０日 ８０日

高圧ガス保安法第５６条の６の２第１項に基づく登録特定設備
製造業者の登録（第５６条の６の５第２項の書面が添えられて
いる場合に限る。）

４０日 ４０日

高圧ガス保安法第５６条の６の２第１項に基づく登録特定設備
製造業者の登録（第５６条の６の５第２項の書面が添えられて
いない場合に限る。）

４５日 ４５日

高圧ガス保安法第５６条の６の６第１項に基づく登録特定設備
製造業者の登録の更新（第５６条の６の５第２項の書面が添え
られている場合に限る。）

４０日 ４０日

高圧ガス保安法第５６条の６の６第１項に基づく登録特定設備
製造業者の登録の更新（第５６条の６の５第２項の書面が添え
られていない場合に限る。）

４５日 ４５日

高圧ガス保安法第５６条の６の１２に基づく登録特定設備製造
業者の登録証の再交付

３日 ３日

高圧ガス保安法第５６条の６の１４に基づく登録特定設備製造
業者の基準適合証の交付

１５日 １５日



高圧ガス保安法第５６条の６の２２第１項に基づく外国特定設
備製造業者の登録（第５６条の６の２２第２項で準用する第５
６条の６の５第２項の書面が添えられている場合に限る。）

２０日 ２０日

高圧ガス保安法第５６条の６の２２第１項に基づく外国特定設
備製造業者の登録（第５６条の６の２２第２項で準用する第５
６条の６の５第２項の書面が添えられていない場合に限る。）

４５日 ４５日

高圧ガス保安法第５６条の６の２２第１項に基づく外国特定設
備製造業者の登録の更新（第５６条の６の２２第２項で準用す
る第５６条の６の５第２項の書面が添えられている場合に限
る。）

２０日 ２０日

高圧ガス保安法第５６条の６の２２第１項に基づく外国特定設
備製造業者の登録の更新（第５６条の６の２２第２項で準用す
る第５６条の６の５第２項の書面が添えられていない場合に限
る。）

４５日 ４５日

高圧ガス保安法第５６条の７第１項に基づく指定設備の認定 ２５日 ２５日

高圧ガス保安法第５６条の７第１項に基づく指定設備認定機関
の指定

３０日 ３０日

高圧ガス保安法第５８条の８第１項に基づく指定試験機関の業
務の休止又は廃止の許可

３０日 ３０日



高圧ガス保安法第５８条の２０の２第１項に基づく指定完成検
査機関の指定の更新

２５日 ２５日

高圧ガス保安法第５８条の２３第１項に基づく指定完成検査機
関の業務規程の認可

２５日 ２５日

高圧ガス保安法第５８条の２３第１項に基づく指定完成検査機
関の業務規程の変更認可

１５日 １５日

高圧ガス保安法第５８条の３０の２第２項に基づく指定輸入検
査機関の指定の更新

２５日 ２５日

高圧ガス保安法第５８条の３０の２第２項に基づく指定輸入検
査機関の業務規程の認可

２５日 ２５日

高圧ガス保安法第５８条の３０の２第２項に基づく指定輸入検
査機関の業務規程の変更認可

１５日 １５日

高圧ガス保安法第５８条の３０の３第２項に基づく指定保安検
査機関の指定の更新

２５日 ２５日



高圧ガス保安法第５８条の３０の３第２項に基づく指定保安検
査機関の業務規程の認可

２５日 ２５日

高圧ガス保安法第５８条の３０の３第２項に基づく指定保安検
査機関の業務規程の変更認可

１５日 １５日

高圧ガス保安法第５８条の３１第２項に基づく指定容器検査機
関の指定の更新

２５日 ２５日

高圧ガス保安法第５８条の３１第２項に基づく指定容器検査機
関の業務規程の認可

２５日 ２５日

高圧ガス保安法第５８条の３１第２項に基づく指定容器検査機
関の業務規程の変更認可

１５日 １５日

高圧ガス保安法第５８条の３２第２項に基づく指定特定設備検
査機関の指定の更新

２５日 ２５日

高圧ガス保安法第５８条の３２第２項に基づく指定特定設備検
査機関の業務規程の認可

２５日 ２５日



高圧ガス保安法第５８条の３２第２項に基づく指定特定設備検
査機関の業務規程の変更認可

１５日 １５日

高圧ガス保安法第５８条の３４に基づく検査組織等調査機関の
指定

２５日 ２５日

高圧ガス保安法第５９条に基づく検査組織等調査機関の指定の
更新

２５日 ２５日

高圧ガス保安法第５９条に基づく検査組織等調査機関の業務規
程の認可

２５日 ２５日

高圧ガス保安法第５９条に基づく検査組織等調査機関の業務規
程の変更認可

１５日 １５日

容器保安規則第８条第４項に基づく刻印の方法に対する特例基
準の認可

３０日 ３０日

容器保安規則第１０条第５項に基づく表示の方法に対する特例
基準の認可

３０日 ３０日



容器保安規則第１８条第２項に基づく附属品の刻印に対する特
例基準の認可

３０日 ３０日

容器保安規則第２１条第２項に基づく容器の加工の基準に対す
る特例基準の認可

５０日 ５０日

容器保安規則第２４条第３項に基づく容器再検査の期間に対す
る特例基準の認可

５０日 ５０日

容器保安規則第２５条第２項に基づく容器再検査方法の特例基
準の認可

５０日 ５０日

容器保安規則第２６条第５項に基づく容器再検査における容器
の規格に対する特例基準の認可

５０日 ５０日

容器保安規則第２７条第２項に基づく附属品再検査の期間の特
例基準の認可

５０日 ５０日

容器保安規則第２８条第２項に基づく附属品再検査の方法の特
例基準の認可

５０日 ５０日



容器保安規則第２９条第２項に基づく附属品再検査における附
属品の規格に対する特例基準の認可

５０日 ５０日

容器保安規則第３７条第３項に基づく容器再検査に合格した容
器の刻印等に対する特例基準の認可

３０日 ３０日

容器保安規則第３８条第２項に基づく附属品再検査に合格した
附属品の刻印に対する特例基準の認可

３０日 ３０日

冷凍保安規則第６９条に基づく危険のおそれがない場合等の特
則に係る特例基準の認可

５０日 ５０日

液化石油ガス保安規則第６条第１項第１７号に基づく高圧ガス
設備の耐圧試験の認定

７５日 ７５日

液化石油ガス保安規則第６条第１項第１８号に基づく高圧ガス
設備の気密試験の認定

７５日 ７５日

液化石油ガス保安規則第６条第１項第１９号に基づく高圧ガス
設備の製造を行うことが適切である者の認定

７５日 ７５日



液化石油ガス保安規則第６条第１項第３６号ホに基づく高圧ガ
ス設備の気密試験の認定

７５日 ７５日

液化石油ガス保安規則第６条第１項第３６号ヘに基づく高圧ガ
ス設備の製造を行うことが適切である者の認定

７５日 ７５日

液化石油ガス保安規則第４１条第４号ヘに基づく高圧ガス設備
の耐圧試験の認定

７５日 ７５日

液化石油ガス保安規則第５３条第１項第６号に基づく高圧ガス
設備の耐圧試験･気密試験の認定

７５日 ７５日

液化石油ガス保安規則第５３条第１項第９号に基づく高圧ガス
設備の製造を行うことが適切である者の認定

７５日 ７５日

液化石油ガス保安規則第９７条に基づく危険のおそれがない場
合等の特則に係る特例基準の認可

５０日 ５０日

一般高圧ガス保安規則第６条第１項第１１号に基づく高圧ガス
設備の耐圧試験の認定

７５日 ７５日



一般高圧ガス保安規則第６条第１項第１２号に基づく高圧ガス
設備の気密試験の認定

７５日 ７５日

一般高圧ガス保安規則第６条第１項第１３号に基づく高圧ガス
設備の製造を行うことが適切である者の認定

７５日 ７５日

一般高圧ガス保安規則第６条第１項第４３号ホに基づく高圧ガ
ス設備の耐圧試験・気密試験の認定

７５日 ７５日

一般高圧ガス保安規則第６条第１項第４３号ヘに基づく高圧ガ
ス設備の製造を行うことが適切である者の認定

７５日 ７５日

一般高圧ガス保安規則第８条第１項第３号に基づく高圧ガス設
備の耐圧試験の認定

７５日 ７５日

一般高圧ガス保安規則第８条第１項第３号に基づく高圧ガス設
備の気密試験の認定

７５日 ７５日

一般高圧ガス保安規則第８条第１項第３号に基づく高圧ガス設
備の製造を行うことが適切である者の認定

７５日 ７５日



一般高圧ガス保安規則第４０条第４号ヘに基づく高圧ガス設備
の耐圧試験の認定

７５日 ７５日

一般高圧ガス保安規則第５５条第１項第７号に基づく高圧ガス
設備の耐圧試験・気密試験の認定

７５日 ７５日

一般高圧ガス保安規則第５５条第１項第８号に基づく高圧ガス
設備の製造を行うことが適切である者の認定

７５日 ７５日

一般高圧ガス保安規則第９９条に基づく危険のおそれがない場
合等の特則に係る特例基準の認可

５０日 ５０日

特定設備検査規則第５１条に基づく特殊な設計による特定設備
に対する特例基準の認可

５０日 ５０日

特定設備検査規則第７条第２号に基づく特定設備検査の受検を
要しない特定設備に係る特例基準の認可

５０日 ５０日

コンビナ－ト等保安規則第５条第３号表備考５に基づく防護壁
の特例認可

４５日 ４５日



コンビナ－ト等保安規則第５条第１７号に基づく高圧ガス設備
の耐圧試験の認定

７５日 ７５日

コンビナ－ト等保安規則第５条第１８号に基づく高圧ガス設備
の気密試験の認定

７５日 ７５日

コンビナ－ト等保安規則第５条第１９号に基づく高圧ガス設備
の製造を行うことが適切である者の認定

７５日 ７５日

コンビナ－ト等保安規則第９条第５号に基づく高圧ガス設備の
耐圧試験・気密試験の認定

７５日 ７５日

コンビナ－ト等保安規則第９条第６号に基づく高圧ガス設備の
製造を行うことが適切である者の認定

７５日 ７５日

コンビナ－ト等保安規則第５４条に基づく危険のおそれがない
場合の特別基準に係る認可

５０日 ５０日



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

航空機製造事業法第２条の２に基づく航空機又は航空機用機器
の製造事業の許可又は修理事業の許可

３週 １月

航空機製造事業法第２条の８第１項に基づく事業の区分の変更
の許可

３週 １月

航空機製造事業法第２条の１０第１項に基づく特定設備の新
設､増設､又は改造の許可

３週 １月

航空機製造事業法第２条の１１第１項に基づく工場移転の許可 ３週 １月

航空機製造事業法第６条第１項に基づく航空機の製造方法の認
可

１０日 ２週

１１．航空機製造事業法（昭和二十七年法律第二百三十七号）



航空機製造事業法第９条第１項に基づく航空機の修理方法の認
可

１０日 ２週

航空機製造事業法第１１条第１項に基づく航空機用機器の製造
方法の認可

１０日 ２週

航空機製造事業法第１４条第１項に基づく航空機用機器の修理
方法の認可

１０日 ２週

航空機製造事業法施行規則第３０条第１号に基づく航空機用機
器に係る設計の確認

１０日 ２週

航空機製造事業法施行規則第４１条第１項に基づく航空工場検
査員の指名

１０日 ２週



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

輸出入取引法第１４条第１項に基づく輸出組合の設立の認可 １５日 ３週

輸出入取引法第１９条第１項に基づく輸出組合の組合員による
臨時総会招集の承認

１５日 ３週

輸出入取引法第１９条第１項に基づく輸出組合の定款の変更の
認可

１５日 ３週

輸出入取引法第１９条第１項に基づく輸出組合の合併の認可 １５日 ３週

輸出入取引法第１９条の６に基づく輸入組合の合併の認可 １５日 ３週

１２．輸出入取引法（昭和二十七年法律第二百九十九号）



輸出入取引法第１９条の６に基づく輸入組合の設立認可 １５日 ３週

輸出入取引法第１９条の６に基づく輸入組合の定款の変更の認
可

１５日 ３週

輸出入取引法第１９条の６に基づく輸入組合の組合員による臨
時総会招集の承認

１５日 ３週

輸出入取引法第２８条第２項に基づく輸出取引の承認 １日 １日

輸出入取引法第２８条の２第２項に基づく負担金の額･徴収方
法の認可･変更の認可

１５日 ３週

輸出入取引法施行令第９条第２項に基づく負担金等の残余の額
の処分方法の承認

１５日 ３週



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

商工会議所法第３条第２項に基づく商工会議所の名称使用許可 ７日 １５日

商工会議所法第２７条第１項に基づく商工会議所の設立の認可 ３０日 ６０日

商工会議所法第４６条第２項に基づく定款変更の認可 １５日 ３０日

商工会議所法第６０条第２項に基づく解散の認可 １５日 ３０日

商工会議所法第６０条の２第２項に基づく合併の認可 １５日 ３０日

１３．商工会議所法（昭和二十八年法律第百四十三号）



商工会議所法第６２条第１項に基づく財産処分の方法の認可 １５日 ３０日

商工会議所法第６２条第２項に基づく財産処分の方法の認可 １５日 ３０日



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

武器等製造法第３条に基づく武器の製造事業(改造及び修理を
含む。）の許可

１月 １月

武器等製造法第４条に基づく武器の軽微な改造または修理の許
可

１月 １月

武器等製造法第４条に基づく武器の試験的製造の許可 １月 １月

武器等製造法第８条第１項に基づく武器の種類変更の許可 １月 １月

武器等製造法第１０条第１項に基づく武器製造設備の新増設及
び改造の許可

３週 ３週

１４．武器等製造法（昭和二十八年法律第百四十五号）



武器等製造法第１１条第１項に基づく武器の保管規定の認可及
び武器の保管規定の変更の認可

１月 １月

武器等製造法第１２条第１項に基づく工場又は事業場の移転の
許可

１月 １月



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

ガス事業法第３条に基づくガス小売事業の登録 ― １月

ガス事業法第７条第１項に基づくガス小売事業の変更登録 ― １月

ガス事業法第２６条第３項第２号に基づくガス主任技術者に合
格者した者と同等以上の知識及び技能を有する者の認定

― ３週

ガス事業法第２９条第３項に基づく指定試験機関の指定 ― ４週

ガス事業法第３３条第１項に基づく登録ガス工作物検査機関の
登録

― ４週

１５．ガス事業法（昭和二十九年法律第五十一号）



ガス事業法第３４条の２に基づく認定高度保安実施ガス小売事
業者の認定又はその更新

４月 ４月

ガス事業法第３５条に基づく一般ガス導管事業の許可（次に掲
げる場合を除く。）

― ４月

ガス事業法第３５条に基づく一般ガス導管事業の許可（申請者
が一般ガス導管事業を行おうとする供給区域の全部又は一部が
一般ガス導管事業者の供給区域内にある場合に限る。）

― ６月

ガス事業法第３９条第３項に基づく事業開始の指定期間の延長 ― ４週

ガス事業法第４０条第１項に基づく供給区域の変更の許可（供
給区域の減少に係る場合又は増加する供給区域の全部若しくは
一部が供給区域を増加しようとする一般ガス導管事業者以外の
一般ガス導管事業者の供給区域内にある場合を除く。）

― ４週

ガス事業法第４０条第１項に基づく供給区域の変更の許可（供
給区域の減少に係る場合に限る。）

― ４月

ガス事業法第４０条第１項に基づく供給区域の変更の許可（増
加する供給区域の全部又は一部が供給区域を増加しようとする
一般ガス導管事業者以外の一般ガス導管事業者の供給区域内に
ある場合に限る。）

― ６月



ガス事業法第４０条第２項において準用する同法第３９条第３
項に基づく増加供給区域に係る事業開始の指定期間の延長

― ４週

ガス事業法第４２条第１項に基づく一般ガス導管事業の譲渡し
及び譲受けの認可

― ６週

ガス事業法第４２条第２項に基づく一般ガス導管事業者である
法人の合併及び分割の認可

― ６週

ガス事業法第４４条第１項に基づく一般ガス導管事業の休止又
は廃止の許可

― ６週

ガス事業法第４４条第２項に基づく一般ガス導管事業者たる法
人の解散決議又は総社員の同意の認可

― ６週

ガス事業法第４８条第１項本文に基づく託送供給約款の認可 ― ４月

ガス事業法第４８条第１項ただし書に基づく託送供給約款制定
不要の承認

― ４週



ガス事業法第４８条第２項において準用する同条第１項本文に
基づく託送供給約款の変更の認可

― ４月

ガス事業法第４８条３項ただし書に基づく託送供給約款以外の
供給条件の認可

― ４週

ガス事業法第５１条第２項ただし書に基づく最終保障供給約款
以外の供給条件の承認

― ４週

ガス事業法第６９条第１項に基づく登録ガス工作物検査機関の
登録

― ４週

ガス事業法第７０条第１項に基づく仮合格の承認 ― ４週

ガス事業法第７１条の２に基づく認定高度保安実施一般ガス導
管事業者の認定又はその更新

４月 ４月

ガス事業法第７６条第１項ただし書に基づく託送供給約款制定
不要の承認

― ４週



ガス事業法第７６条第３項ただし書に基づく託送供給約款以外
の供給条件の承認

― ４週

ガス事業法第８４条第１項において準用する同法第６９条第１
項に基づくガス工作物検査機関の登録

― ４週

ガス事業法第８４条の２に基づく認定高度保安実施特定ガス導
管事業者の認定又はその更新

４月 ４月

ガス事業法第８９条第２項ただし書に基づくガス受託製造約款
以外の条件の承認

― ４週

ガス事業法第１０２条第１項に基づくガス工作物検査機関の登
録

― ４週

ガス事業法第１０３条第１項に基づく仮合格の承認 ― ４週

ガス事業法第１０４条の２に基づく認定高度保安実施ガス製造
事業者の認定又はその更新

４月 ４月



ガス事業法第１１２条第１項に基づく指定試験機関の試験事務
規程の認可及びその変更認可

― １月

ガス事業法第１１３条に基づく指定試験機関の試験事務の休廃
止の許可

― １月

ガス事業法第１１４条第１項に基づく指定試験機関の事業計画
等の認可及びその変更認可

― １月

ガス事業法第１１５条に基づく指定試験機関の役員の選任及び
解任の認可

― １月

ガス事業法第１２６条第１項の規定による同法第３３条第１
項、第６９条第１項（第８４条第１項において準用する場合を
含む。）及び第１０２条第１項に基づく登録ガス工作物検査機
関の登録の更新

― ４週

ガス事業法第１３８条第２項第２号の規定による輸出用以外の
特定の用途に供するガス用品の販売等の承認

― ２週

ガス事業法第１４５条第１項第２号の規定による輸出用以外の
特定の用途に供するガス用品の製造又は輸入の承認

― ２週



ガス事業法第１４６条第１項の規定による国内登録ガス用品検
査機関又は外国登録ガス用品検査機関の登録（同法第１５２条
で準用する同法第１２６条第１項の規定による国内登録ガス用
品検査機関又は外国登録ガス用品検査機関の登録の更新を含
む。）

―
１２週（海外における実地調
査に係る日数を除く。）

ガス事業法第１６７条第１項に基づく土地の立入許可 ― ４月

電気事業法等の一部を改正する等の法律（平成２７年法律第４
７号）附則第２２条第４項の規定によりなおその効力を有する
ものとして読み替えて適用される同法第５条の規定による改正
前のガス事業法（以下「附則第２２条旧ガス事業法」とい
う。）第７条第３項に基づく事業開始の指定期間の延長

― ４週

附則第２２条旧ガス事業法第１０条第１項に基づく指定旧供給
区域等小売供給の譲渡し及び譲受けの認可

― ６週

附則第２２条旧ガス事業法第１０条第２項に基づく法人の合併
及び分割の認可

― ６週

附則第２２条旧ガス事業法第１３条第１項に基づく指定旧供給
区域等小売供給の休止及び廃止の許可

― ６週

附則第２２条旧ガス事業法第１３条第２項に基づく法人の解散
決議等の認可

― ６週



附則第２２条旧ガス事業法第２０条ただし書に基づく特別供給
条件の認可

― ４週

電気事業法等の一部を改正する等の法律附則第２３条第１項に
基づく指定旧供給区域等の変更の許可（指定旧供給区域等の減
少に係る場合又は増加する指定旧供給区域等の全部又は一部が
指定旧供給区域等を増加しようとする旧一般ガスみなしガス小
売事業者以外の旧一般ガスみなしガス小売事業者の供給区域内
にある場合を除く。）

― ４週

電気事業法等の一部を改正する等の法律附則第２３条第１項に
基づく指定旧供給区域等の変更の許可（指定旧供給区域等の減
少に係る場合に限る。）

― ４月

電気事業法等の一部を改正する等の法律附則第２３条第１項に
基づく指定旧供給区域等の変更の許可（増加する指定旧供給区
域等の全部又は一部が指定旧供給区域等を増加しようとする旧
一般ガスみなしガス小売事業者以外の旧一般ガスみなしガス小
売事業者の供給区域内にある場合に限る。）

― ６月

電気事業法等の一部を改正する等の法律附則第２３条第５項に
基づく期間の延長

― ４週

電気事業法等の一部を改正する等の法律附則第２４条第１項に
基づく指定旧供給区域等小売供給約款の認可及び変更の認可

― ４月

電気事業法等の一部を改正する等の法律附則第２８条第４項の
規定によりなおその効力を有するものとして読み替えて適用さ
れる同法第５条による改正前のガス事業法（以下「附則第２８
条旧ガス事業法」という。）第３７条の６の２ただし書に基づ
く特別供給条件の認可

― ４週



附則第２８条旧ガス事業法第３７条の７第１項において準用す
る同法第７条第３項に基づく指定期間の延長

― ４週

附則第２８条旧ガス事業法第３７条の７第１項において準用す
る同法第１０条第１項に基づく指定旧供給地点小売供給の譲渡
し及び譲受けの認可

― ４週

附則第２８条旧ガス事業法第３７条の７第１項において準用す
る同法第１０条第２項に基づく法人の合併及び分割の認可

― ４週

附則第２８条旧ガス事業法第３７条の７第１項において準用す
る同法第１３条第１項に基づく指定旧供給地点小売供給の休止
及び廃止の許可

― ４週

附則第２８条旧ガス事業法第３７条の７第１項において準用す
る同法第１３条第２項に基づく法人の解散決議等の認可

― ４週

電気事業法等の一部を改正する等の法律附則第２９条第１項に
基づく指定旧供給地点の変更の許可

― ４週

電気事業法等の一部を改正する等の法律附則第２９条第５項に
基づく期間の延長

― ４週



電気事業法等の一部を改正する等の法律附則第３０条第１項に
基づく指定旧供給地点小売供給約款の認可及び変更の認可

― ４週

ガス事業会計規則（昭和２９年通商産業省令第１５号）第１６
条に基づく事業年度の例外承認

― ４週



ガス事業会計規則第１６条に基づく勘定科目及び財務諸表の例
外承認

― ４週

ガス事業法施行規則（昭和４５年通商産業省令第９７号）第１
７条第１項第１号及び第２号に基づく熱量等の測定場所等の指
定

― ２週

ガス事業法施行規則第１７条第１項第３号ただし書に基づく熱
焼速度が一定範囲であることの承認

― ２週

ガス事業法施行規則第１７条第２項第１号ただし書に基づく熱
量、熱焼速度等が一定範囲であることの承認

― ２週

ガス事業法施行規則第２２条第１項に基づく硫黄全量等が一定
数量以下であることの承認

― ２週

ガス事業法施行規則第２６条第２項に基づくガス主任技術者の
特例選任承認

― ２週

ガス事業法施行規則第４５条第２号に基づくガス工作物の一部
使用承認

― ２月



ガス事業法施行規則第４９条ただし書に基づくガス工作物の定
期検査時期変更承認(使用状況）

― ２月

ガス事業法施行規則第４９条ただし書に基づくガス工作物の定
期検査時期変更承認(非常の場合）

― ２月

ガス事業法施行規則第７８条第１項第１号及び第２号に基づく
熱量等の測定場所等の指定

― ２週

ガス事業法施行規則第７８条第１項第３号ただし書に基づく熱
焼速度が一定範囲であることの承認

― ２週

ガス事業法施行規則第７８条第２項第１号ただし書に基づく熱
量、熱焼速度等が一定範囲であることの承認

― ２週

ガス事業法施行規則第９０条第１項に基づく硫黄全量等が一定
数量以下であることの承認

― ２週

ガス事業法施行規則第９４条第２項に基づくガス主任技術者の
特例選任承認

― ２週



ガス事業法施行規則第１０３条第２号に基づくガス工作物の一
部使用承認

― ２週

ガス事業法施行規則第１０８条ただし書に基づくガス工作物の
定期検査時期変更承認(使用状況）

― ２週

ガス事業法施行規則第１０８条ただし書に基づくガス工作物の
定期検査時期変更承認(非常の場合）

― ２週

ガス事業法施行規則第１２６条第１項第１号及び第２号に基づ
く熱量等の測定場所等の指定

― ２週

ガス事業法施行規則第１３１条第１項において準用する同令第
９４条第２項に基づくガス主任技術者の特例選任承認

― ２週

ガス事業法施行規則第１３１条第１項において準用する同令第
１０３条第２号に基づくガス工作物の一部使用承認

― ２月

ガス事業法施行規則第１３１条第１項において準用する同令第
１０８条ただし書に基づくガス工作物の定期検査時期変更承認
(使用状況）

― ２月



ガス事業法施行規則第１３１条第１項において準用する同令第
１０８条ただし書に基づくガス工作物の定期検査時期変更承認
(非常の場合）

― ２月

ガス事業法施行規則第１４４条第１項第１号及び第２号に基づ
く熱量等の測定場所等の指定

― ２週

ガス事業法施行規則第１５０条第２項ただし書に基づくガス主
任技術者の特例選任承認

― ２週

ガス事業法施行規則第１５９条第２号に基づくガス工作物の一
部使用承認

― ２週

ガス事業法施行規則第１６４条ただし書に基づくガス工作物の
定期検査時期変更承認(使用状況）

― ２週

ガス事業法施行規則第１６４条ただし書に基づくガス工作物の
定期検査時期変更承認(非常の場合）

― ２週

ガス事業法施行規則第１６８条第２項において準用する同令第
２６条第２項に基づくガス主任技術者の特例選任承認

― ２週



ガス事業法施行規則第２００条第１項第１号に基づく消費機器
の調査時期の特定承認

― ２月

ガス事業法施行規則第２０３条第１項に基づく特別の理由によ
る消費機器の技術上の基準の認可

― ２月

ガス用品の技術上の基準等に関する省令（昭和４６年通商産業
省令第２７号）別表第３の規定による略称の承認

― ２週



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

中小企業団体の組織に関する法律第５条の７第２項に基づく協
業組合の事業転換の認可

１０日（主務大臣が経済産業
大臣及びその他の大臣である
ときは、１５日）

３週（主務大臣が経済産業大
臣及びその他の大臣であると
きは、１月）

中小企業団体の組織に関する法律第５条の１７第１項に基づく
協業組合の設立の認可

１０日（主務大臣が経済産業
大臣及びその他の大臣である
ときは、１５日）

３週（主務大臣が経済産業大
臣及びその他の大臣であると
きは、１月）

中小企業団体の組織に関する法律第５条の２３第３項において
準用する中小企業等協同組合法第４８条に基づく協業組合の組
合員による臨時総会の招集の承認

１０日（主務大臣が経済産業
大臣及びその他の大臣である
ときは、１５日）

３週（主務大臣が経済産業大
臣及びその他の大臣であると
きは、１月）

中小企業団体の組織に関する法律第５条の２３第３項において
準用する中小企業等協同組合法第５１条第２項に基づく協業組
合の定款の変更の認可

１０日（主務大臣が経済産業
大臣及びその他の大臣である
ときは、１５日）

３週（主務大臣が経済産業大
臣及びその他の大臣であると
きは、１月）

中小企業団体の組織に関する法律第５条の２３第４項において
準用する中小企業等協同組合法第６６条第１項に基づく協業組
合の合併の認可

１０日（主務大臣が経済産業
大臣及びその他の大臣である
ときは、１５日）

３週（主務大臣が経済産業大
臣及びその他の大臣であると
きは、１月）

１６．中小企業団体の組織に関する法律（昭和三十二年法律第百八十五号）



中小企業団体の組織に関する法律第９条に基づく商工組合の特
別の地区の承認

１０日 ３週

中小企業団体の組織に関する法律第１７条の２第１項に基づく
商工組合の組合員以外の者の事業の利用の特例の認可

１０日 ３週

中小企業団体の組織に関する法律第３３条において準用する第
１７条の２第１項に基づく商工組合連合会の組合員以外の者の
事業の利用の特例の認可

１０日 ３週

中小企業団体の組織に関する法律第４２条第１項に基づく商工
組合及び商工組合連合会の設立の認可

３０日 ２月

中小企業団体の組織に関する法律第４７条第２項において準用
する中小企業等協同組合法第４８条に基づく商工組合の組合員
による臨時総会の招集の承認

１０日 ３週

中小企業団体の組織に関する法律第４７条第２項において準用
する中小企業等協同組合法第５１条第２項に基づく定款の変更
の認可

１０日 ３週

中小企業団体の組織に関する法律第４７条第３項において準用
する中小企業等協同組合法第６６条第１項に基づく商工組合及
び商工組合連合会の合併の認可

１０日 ３週



中小企業団体の組織に関する法律第９５条第４項に基づく協業
組合への組織変更の認可

１０日（主務大臣が経済産業
大臣及びその他の大臣である
ときは、１５日）

３週（主務大臣が経済産業大
臣及びその他の大臣であると
きは、１月）

中小企業団体の組織に関する法律第９６条第５項に基づく事業
協同組合への組織変更の認可

１０日（主務大臣が経済産業
大臣及びその他の大臣である
ときは、１５日）

３週（主務大臣が経済産業大
臣及びその他の大臣であると
きは、１月）

中小企業団体の組織に関する法律第９７条第２項に基づく商工
組合への組織変更の認可

１０日 ３週



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

工業用水道事業法第３条第２項に基づく地方公共団体以外の者
の営業許可

３５日 ４０日

工業用水道事業法第６条第２項に基づく地方公共団体以外の事
業者の給水能力等の変更許可

２５日 ３０日

工業用水道事業法第９条第２項に基づく地方公共団体以外の事
業者の事業休廃止許可

３５日 ４０日

工業用水道事業法第１７条第２項に基づく地方公共団体以外の
事業者定める供給規程の認可(変更も同様）

３５日 ４０日

工業用水道事業法施行令第１条に基づく工業用水道事業者の義
務である水質測定事項の免除承認

１０日 １５日

１７．工業用水道事業法（昭和三十三年法律第八十四号）



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

航空機工業振興法第５条に基づく指定開発促進機関の指定 ２週 １月

１８．航空機工業振興法（昭和三十三年法律第百五十号）



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

商工会法第５５条の１５において準用する第２３条第１項の規
定に基づく全国商工会連合会の設立の認可

２５日 ５０日

商工会法第５８条第４項において準用する第４２条第５項の規
定に基づく全国商工会連合会の会員による総会招集の承認

７日 ７日

商工会法第５８条第４項において準用する第４４条第２項の規
定に基づく全国商工会連合会の定款変更の認可

１５日 ３０日

商工会法第５８条第６項において準用する第５４条第１項の規
定に基づく全国商工会連合会の財産処分方法の認可

７日 ７日

商工会法第５８条第６項において準用する第５４条第２項の規
定に基づく全国商工会連合会の財産処分方法の認可

１５日 １５日

１９．商工会法（昭和三十五年法律第八十九号）



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

電気工事士法第４条第４項第２号に基づく養成施設の指定 ４５日 ２月

電気工事士法第４条の３に基づく指定講習機関の指定 ２月 ２月

電気工事士法第７条第１項に基づく指定試験機関の指定 ２週 ２週

電気工事士法第７条の４第１項の規定による指定試験機関の試
験事務規程の認可及び変更の認可

２週 ２週

電気工事士法第７条の５の規定による指定試験機関の試験事務
の休廃止

２週 ２週

２０．電気工事士法（昭和三十五年法律第百三十九号）



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

技術研究組合法第１３条第１項に基づく技術研究組合の設立の
認可

１０日 ２０日

技術研究組合法第１７条第１項に基づく定款変更の認可 １０日 ２０日

技術研究組合法第４６条に基づく総会の招集の承認 ８日 １５日

技術研究組合法第７７条第１項に基づく株式会社への組織変更
の認可

１０日 ２０日

技術研究組合法第８５条第１項に基づく合同会社への組織変更
の認可

１０日 ２０日

２１．技術研究組合法（昭和三十六年法律第八十一号）



技術研究組合法第９６条第１項に基づく吸収合併の認可 ８日 １５日

技術研究組合法第１０４条第１項に基づく新設合併の認可 ８日 １５日

技術研究組合法第１１３条第１項に基づく組合を設立する新設
分割の認可

１０日 ２０日

技術研究組合法第１３１条第１項に基づく株式会社を設立する
新設分割の認可

１０日 ２０日

技術研究組合法第１４０条第１項に基づく合同会社を設立する
新設分割の認可

１０日 ２０日



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

割賦販売法第１１条に基づく前払式割賦販売業の許可 ４５日 ５０日

割賦販売法第１８条の５第３項に基づく前受業務保証金の取戻
し承認

１２日 １５日

割賦販売法第１８条の５第５項に基づく供託委託契約の解除の
承認

７日 １５日

割賦販売法第２０条の４第２項に基づく供託した前受業務保証
金の取戻し承認

１２日 １５日

割賦販売法第３０条の５の４第１項に基づく包括信用購入あっ
せん業者の認定

６０日 ６０日

２２．割賦販売法（昭和三十六年法律第百五十九号）



割賦販売法第３０条の５の４第３項に基づく認定包括信用購入
あっせん業者の変更の認定

６０日 ６０日

割賦販売法第３３条第１項に基づく包括信用購入あっせん業者
の登録

６０日 ６０日

割賦販売法第３５条の２の３第１項に基づく包括信用購入あっ
せん業者の登録

６０日 ６０日

割賦販売法第３５条の２の１２第第１項に基づく登録少額包括
信用購入あっせん業者の変更の登録

６０日 ６０日

割賦販売法第３５条の３の２５第１項に基づく個別信用購入
あっせん業者の登録

６０日 ６０日

割賦販売法第３５条の３の２７第１項に基づく登録個別信用購
入あっせん業者の登録の更新

６０日 ６０日

割賦販売法第３５条の３の３６第１項に基づく特定信用情報提
供等業務を行う者の指定

６０日 ６０日



割賦販売法第３５条の３の３８に基づく指定信用情報機関の役
員の兼職の認可

６０日 ６０日

割賦販売法第３５条の３の４１第１項ただし書に基づく指定信
用情報機関の兼業の承認

６０日 ６０日

割賦販売法第３５条の３の４２第１項に基づく指定信用情報機
関の特定信用情報提供等業務の一部の委託の承認

６０日 ６０日

割賦販売法第３５条の３の４３第１項に基づく指定信用情報機
関の業務規程の認可

６０日 ６０日

割賦販売法第３５条の３の５３第１項に基づく特定信用情報提
供等業務の休廃止の認可

６０日 ６０日

割賦販売法第３５条の３の６１に基づく前払式特定取引業の許
可

４５日 ５０日

割賦販売法第３５条の３の６２に基づく前受業務保証金の取戻
し承認

１２日 １５日



割賦販売法第３５条の３の６２に基づく供託委託契約の解除承
認

７日 １５日

割賦販売法第３５条の３の６２に基づく供託した前受業務保証
金の取戻し承認

１２日 １５日

割賦販売法第３５条の４第１項に基づく受託事業者の指定 ２０日 ２５日

割賦販売法第３５条の９に基づく指定受託機関の兼業の承認 １５日 ３０日

割賦販売法第３５条の１７の４第１項に基づくクレジットカー
ド番号等取扱契約締結事業者の登録

６０日 ６０日

割賦販売法第３５条の１８第１項に基づく認定割賦販売協会の
認定

６０日 ６０日



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

電気用品安全法第８条第１項第１号の規定による特定用途の例
外承認

１０日 ３週

電気用品安全法第９条第１項の規定による国内登録検査機関又
は外国登録検査機関の登録（同法第３２条の規定による国内登
録検査機関又は外国登録検査機関の登録の更新を含む。）

１０週
（海外における実地調査に係
る日数を除く。）

１２週
（海外における実地調査に係
る日数を除く。）

電気用品安全法第２７条第２項第１号の規定による特定用途の
例外承認

１０日 ３週

電気用品安全法施行規則第１７条第２項の規定による略称の承
認

１０日 ３週

２３．電気用品安全法（昭和三十六年法律第二百三十四号）



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

商店街振興組合法第３６条第１項に基づく組合の設立認可 ２５日 １月

商店街振興組合法第５５条第５項において準用する第５９条に
基づく組合員による役員改選総会招集の承認

２５日 １月

商店街振興組合法第５９条に基づく組合員による総会招集の承
認

２５日 １月

商店街振興組合法第６２条第２項に基づく定款変更の認可 ２５日 １月

商店街振興組合法第６７条の２に基づく余裕金の運用の特例の
認可

２５日 １月

２４．商店街振興組合法（昭和三十七年法律第百四十一号）



商店街振興組合法第７３条第３項に基づく組合合併の認可 ２５日 １月



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

中小企業診断士の登録等及び試験に関する規則第４条第１項に
基づく登録及び交付（同令第９条第２項及び第１６条第２項に
おいて準用する場合を含む。）

２月 ２月

中小企業診断士の登録等及び試験に関する規則第４条第２項に
基づく通知及び申請書の返却（同令第９条第２項及び第１６条
第２項において準用する場合を含む。）

１月 １月

中小企業診断士の登録等及び試験に関する規則第５条に基づく
登録の拒否（同令第９条第２項及び第１６条第２項において準
用する場合を含む。）

１月 １月

中小企業診断士の登録等及び試験に関する規則第１１条第２項
の規定に基づく交付及び登録簿の記載

２月 ２月

中小企業診断士の登録等及び試験に関する規則第１３条第３項
に基づく登録及び交付

２月 ２月

２５．中小企業支援法（昭和三十八年法律第百四十七号）



中小企業診断士の登録等及び試験に関する規則第１４条第１項
に基づく再交付

２月 ２月

中小企業診断士の登録等及び試験に関する規則第１５条第１項
第３号及び第２項に基づく登録の消除

１月 １月

中小企業診断士の登録等及び試験に関する規則第２０条第１項
の規定に基づく登録

１月 １月

中小企業診断士の登録等及び試験に関する規則第２１条第２項
の規定に基づく登録の更新（同令第３５条第３項及び第３７条
第３項において準用する場合を含む。）

１月 １月

中小企業診断士の登録等及び試験に関する規則第３５条第１項
の規定に基づく登録

１月 １月

中小企業診断士の登録等及び試験に関する規則第３７条第１項
の規定に基づく登録

１月 １月

中小企業診断士の登録等及び試験に関する規則第４８条第１項
に基づく指定

１月 １月



中小企業診断士の登録等及び試験に関する規則第５１条第１項
に基づく承認

１月 １月

中小企業診断士の登録等及び試験に関する規則第５２条に基づ
く許可

１月 １月

中小企業診断士の登録等及び試験に関する規則第５３条に第１
項に基づく承認

１月 １月

中小企業支援法第１３条第１項に基づく情報提供機関の認定 ４０日 ４５日



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

電気事業法第２条の２の規定による小売電気事業の登録 ― １月

電気事業法第２条の６第１項の規定による小売電気事業の変更
登録

― １月

電気事業法第３条の規定による一般送配電事業の許可 ― ４月

電気事業法第７条第３項の規定による指定期間の延長 ― １月

電気事業法第８条第１項の規定による供給区域の変更の許可 ― ３月

２６．電気事業法（昭和三十九年法律第百七十号）



電気事業法第８条第２項において準用する第７条第３項の規定
による指定期間の延長

― １月

電気事業法第１０条第１項の規定による事業の譲渡し及び譲受
けの認可

― ８週

電気事業法第１０条第２項の規定による法人の合併及び分割の
認可

― ８週

電気事業法第１４条第１項の規定による事業の休廃止の許可 ― ８週

電気事業法第１４条第２項の規定による法人の解散決議等の認
可

― ８週

電気事業法第１７条の２第１項の規定による託送供給等に係る
収入の見通しの承認

― ４月

電気事業法第１７条の２第４項の規定による託送供給等に係る
収入の見通しの変更の承認

― ４月



電気事業法第１８条第１項の規定による託送供給等約款の認可
及び変更の認可

― ２月

電気事業法第１８条第２項ただし書の規定による託送供給等約
款以外の供給条件の認可

― ４週

電気事業法第２０条第２項ただし書の規定による最終保障供給
約款以外の供給条件の承認

― ４週

電気事業法第２０条の２第１項の規定による指定区域の指定 ― ４月

電気事業法第２１条第２項ただし書の規定による離島供給約款
以外の供給条件の承認

― ４週

電気事業法第２２条の２第１項ただし書の規定による兼業の認
可

― ８週

電気事業法第２４条第１項の規定による供給区域外の供給の許
可

― ４週



電気事業法第２７条の４の規定による事業の許可 ― ２月

電気事業法第２７条の７の２第３項の規定による指定期間の延
長

― １月

電気事業法第２７条の７の３第１項の規定による振替供給の相
手方の変更

― ２月

電気事業法第２７条の７の３第２項において準用する第２７条
の７の２第３項の規定による指定期間の延長

― １月

電気事業法第２７条の１１の２第１項ただし書の規定による兼
業の認可

― ８週

電気事業法第２７条の１２において準用する第１０条第１項の
規定による事業の譲渡し及び譲受けの認可

― ８週

電気事業法第２７条の１２において準用する第１０条第２項の
規定による法人の合併及び分割の認可

― ８週



電気事業法第２７条の１２において準用する第１４条第１項の
規定による事業の休廃止の許可

― ８週

電気事業法第２７条の１２において準用する第１４条第２項の
規定による法人の解散の決議等の認可

― ８週

電気事業法第２７条の１２の２の規定による配電事業の許可 ― ４月

電気事業法第２７条の１２の６第３項の規定による指定期間の
延長

― １月

電気事業法第２７条の１２の７第１項の規定による供給区域の
変更の許可

― ３月

電気事業法第２７条の１２の７第２項において準用する第２７
条の１２の６第３項の規定による指定期間の延長

― １月

電気事業法第２７条の１２の１１第２項ただし書の規定による
託送供給等約款以外の供給条件の承認

― ４週



電気事業法第２７条の１２の１２第１項の規定による引継計画
の承認

― ３月

電気事業法第２７条の１２の１３において準用する第１０条第
１項の規定による事業の譲渡し及び譲受けの認可

― ８週

電気事業法第２７条の１２の１３において準用する第１０条第
２項の規定による法人の合併及び分割の認可

― ８週

電気事業法第２７条の１２の１３において準用する第１４条第
１項の規定による事業の休廃止の許可

― ８週

電気事業法第２７条の１２の１３において準用する第１４条第
２項の規定による法人の解散の決議等の認可

― ８週

電気事業法第２７条の１２の１３において準用する第２２条の
２第１項ただし書の規定による兼業の認可

― ８週

電気事業法第２７条の１２の１３において準用する第２４条第
１項の規定による供給区域外の供給の許可

― ４週



電気事業法第２７条の１５の規定による小売供給の登録 ― １月

電気事業法第２７条の１９第１項本文の規定による小売供給の
変更登録

― １月

電気事業法第２７条の２９の２第２項の規定による発電用原子
炉の運転期間の延長の認可

― ４月

電気事業法第２７条の２９の２第７項において準用する第２７
条の２９の２第２項の規定による認可により延長された運転期
間の延長の認可

― ４月

電気事業法第２７条の２９の３第１項及び第２項の規定による
認可発電事業の全部の譲渡し及び譲受け並びに認可原子力発電
事業者である法人の合併及び分割の認可

― ８週

電気事業法第２７条の３３第１項の規定による特定供給の許可 ― ４週

電気事業法第２８条の１４第１項の規定による広域的運営推進
機関の設立の認可

― ４週



電気事業法第２８条の１８第２項の規定による定款の変更の認
可

― ４週

電気事業法第２８条の２３第２項の規定による役員の選任及び
解任の認可

― ４週

電気事業法第２８条の２４ただし書の規定による役員の兼職の
承認

― ２週

電気事業法第２８条の２７第３項の規定による評議員の任命の
認可

― ２週

電気事業法第２８条の４１第３項の規定による業務規程の変更
の認可

― ４週

電気事業法第２８条の４２第３項の規定による資料の交付又は
閲覧

― ２週

電気事業法第２８条の４６第１項の規定による送配電等業務指
針の認可及び変更の認可

― ４週



電気事業法第２８条の４９第１項の規定による整備等計画の認
定

― ３月

電気事業法第２８条の５０第１項の規定による整備等計画の変
更の認定

― ３月

電気事業法第２８条の５２の規定による予算及び事業計画の認
可及び変更の認可

― ４週

電気事業法第２８条の５３第１項の規定による広域的運営推進
機関の財務諸表等の承認

― ４週

電気事業法第２８条の５５第１項の規定による広域的運営推進
機関の資金の借入れ及び広域的運営推進機関債の発行の認可

― ８週

電気事業法第２８条の５５第６項の規定による広域的運営推進
機関の機関債の発行に関する事務の委託の認可

― ８週

電気事業法第３７条の４の規定による認定電気使用者情報利用
者等協会の認定

― ４週



電気事業法第４３条第２項の規定による主任技術者免状の交付
を受けていない者の主任技術者選任の許可

― ２週

電気事業法第４４条第２項に基づく主任技術者免状の交付 ２月 ２月

電気事業法第４５条第２項の規定による指定試験機関の指定 ― ３週

電気事業法第４７条第１項本文の規定による事業用電気工作物
の工事計画の認可(原子力発電所）

３月 ３月

電気事業法第４７条第１項本文の規定による事業用電気工作物
の工事計画の認可(その他）

４５日 ４５日

電気事業法第４７条第２項本文の規定による事業用電気工作物
の工事計画の変更認可(原子力発電所）

３月 ３月

電気事業法第４７条第２項本文の規定による事業用電気工作物
の工事計画の変更認可(その他）

４５日 ４５日



電気事業法第４９条第１項本文の規定による事業用電気工作物
の使用前検査(原子力発電所）

３月 ３月

電気事業法第４９条第１項本文の規定による事業用電気工作物
の使用前検査(その他）

４５日 ４５日

電気事業法第５０条第１項の規定による使用前検査仮合格 １月 １月

電気事業法第５１条第３項の規定による登録安全管理審査機関
の登録

― ３週

電気事業法第５５条第４項の規定による登録安全管理審査機関
の登録

― ３週

電気事業法第５５条の３の規定による認定又はその更新 ４月 ４月

電気事業法第５７条の２第１項に基づく登録調査機関の登録 ― ３週



電気事業法第８４条の２第１項の規定による指定試験機関の業
務規程の認可及び変更の認可

― ２週

電気事業法第８４条の２の２の規定による指定試験機関の試験
事務の休廃止の許可

― ２週

電気事業法第８４条の３第１項の規定による指定試験機関の事
業計画の認可

― ２週

電気事業法第８４条の４の規定による指定試験機関の役員の選
任及び解任の認可

― ２週

電気事業法第９７条第１項の規定による卸電力取引所の指定 ― ４週

電気事業法第９９条１項の規定による卸電力取引所の業務規程
の認可及び変更の認可

― ４週

電気事業法第９９条の７第１項の規定による卸電力取引所の事
業計画及び収支予算の認可並びに変更の認可

― ４週



電気事業法第９９条の９第１項の規定による卸電力取引所の市
場開設業務の全部又は一部の休廃止の許可

― ８週

電気事業法第９９条の１０の規定による卸電力取引所の役員の
選任及び解任の認可

― ４週

電気事業法等の一部を改正する法律（平成２６年法律第７２
号）附則第１６条第４項の規定によりなおその効力を有するも
のとして読み替えて適用される同法第１条の規定による改正前
の電気事業法（以下「旧電気事業法」という。）第７条第３項
の規定による指定期間の延長

― １月

旧電気事業法第１０条第１項の規定による特定小売供給の譲渡
し及び譲受けの認可

― ８週

旧電気事業法第１０条第２項の規定による法人の合併及び分割
の認可

― ８週

旧電気事業法第１４条第１項の規定による特定小売供給の休廃
止の許可

― ８週

旧電気事業法第１４条第２項の規定による法人の解散決議等の
認可

― ８週



旧電気事業法第２１条第１項ただし書の規定による特定小売供
給約款以外の供給条件の認可

― ４週

旧電気事業法第３６条第２項の規定による渇水準備引当金取崩
しの特例許可

― ４週

電気事業法等の一部を改正する法律附則第１７条第１項の規定
による指定旧供給区域の変更の許可

― ３月

電気事業法等の一部を改正する法律附則第１７条第５項の規定
による指定期間の延長

― １月

電気事業法等の一部を改正する法律附則第１８条第１項の規定
による特定小売供給約款の認可及び変更の認可

― ４月

電気事業法の規定に基づく主任技術者の資格等に関する省令
（昭和４０年通商産業省令第５２号）第１条第１項に基づく主
任技術者の資格に関する教育施設の認定

― ２月

電気事業会計規則（昭和４０年通商産業省令第５７号）第３８
条の規定による第２条に係る特例措置に係る承認（電気事業者
の事業年度の例外承認）

― ４週



電気事業会計規則第３８条の規定による第３条に係る特例措置
に係る承認（電気事業者の勘定科目及び財務諸表の例外承認）

― ４週

電気事業法施行規則（平成７年通商産業省令第７７号）第５２
条第２項の規定による主任技術者保安管理業務外部委託承認

― ２週

電気事業法施行規則第５２条第４項ただし書の規定による主任
技術者の兼任承認

― ２週

電気事業法施行規則第７０条第２号の規定による事業用電気工
作物の一部使用承認（原子力発電所を除く。）

４５日 ４５日

電気事業法施行規則第９６条第１号ロに基づく一般用電気工作
物の保守管理業務受託登録

― ２週

電気使用制限等規則（平成２３年経済産業省令第２８号）第３
条第２項の規定による指定

１２日 １２日

電気使用制限等規則第３条第４項の規定による指定 １２日 １２日



電気使用制限等規則第３条第６項の規定による指定の取消し ５日 ５日

原子力発電工作物の保安に関する命令（平成２４年経済産業省
令第６９号）第６条第２項ただし書の規定による主任技術者の
兼任承認

２週 ２週

原子力発電工作物の保安に関する命令第１８条第１号の規定に
よる事業用電気工作物の試験承認

３月 ３月

原子力発電工作物の保安に関する命令第１８条第３号の規定に
よる事業用電気工作物の一部使用承認

３月 ３月

渇水準備引当金に関する省令（平成２８年経済産業省令第５３
号）第２条第２項の規定による水力発受電電力量の予定値の承
認及び変更承認

― ２週

渇水準備引当金に関する省令第３条第２項の規定による積立限
度額算定期間開始後２ヶ月以内の単位運転費等の予定値の承認
及び変更承認

― ２週

渇水準備引当金に関する省令第４条第１項の規定による事業年
度開始前の単位運転費等の予定値の承認及び変更承認

― ２週



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第３
条第１項の規定による事業の登録

１５日 ３０日

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第２
９条第１項の規定による保安機関の認定

１５日 ３０日

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第３
２条第１項の規定による保安機関の認定の更新

１５日 ３０日

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第３
３条第１項の規定による一般消費者等の数の増加の認可

１５日 ３０日

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第３
５条第１項の規定による保安業務規程の認可等

１５日 ３０日

２７．液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和四十二年法律第百四十九号）



液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第３
５条の６第１項の規定による保安の確保の方法等の認定

１５日 ３０日

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第３
７条の５第４項の規定による充てん作業者指定養成施設の指定

１５日 ３０日

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第３
８条の４第２項第２号の規定による液化石油ガス設備士指定養
成施設の指定

１５日 ３０日

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第３
８条の６第１項の規定による指定試験機関の指定

１５日 ３０日

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第３
８条の９第１項の規定による液化石油ガス設備士の講習を行う
者の指定

１５日 ３０日

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第３
８条の１９第１項の規定による指定試験機関の試験事務の休止
又は廃止の許可

３０日 ６０日

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第３
９条第２項第２号の規定による輸出用以外の特定の用途に供す
る液化石油ガス器具等の販売等の承認

１週間 ２週間



液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第４
６条第１項第２号の規定による輸出用以外の特定の用途に供す
る液化石油ガス器具等の製造又は輸入の承認

１週間 ２週間

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律第４
７条第１項の規定による国内登録検査機関又は外国登録検査機
関の登録（同法第５４条の規定による国内登録検査機関又は外
国登録検査機関の登録の更新を含む。）

１０週間
（海外における実地調査に係
る日数を除く。）

１２週間
（海外における実地調査に係
る日数を除く。）

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行
規則第１２条第２項の規定による液化石油ガスの規格の基準の
例外承認

３０日 ６０日

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行
規則第１７条の規定による貯蔵施設の技術上の基準及び販売方
法の基準の例外承認

３０日 ６０日

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行
規則第２０条の規定による供給設備の技術上の基準の例外承認

３０日 ６０日

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行
規則第５５条の規定による貯蔵施設及び特定供給設備等の技術
上の基準の例外承認

３０日 ６０日

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行
規則第７３条の規定による充てん設備及び充てん作業の技術上
の基準の例外承認

３０日 ６０日



液化石油ガス器具等の技術上の基準等に関する省令別表第３の
規定による略称又は記号の承認

１週間 ２週間



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

電気工事業の業務の適正化に関する法律第３条第１項に基づく
電気工事業の登録

１０日 １０日

電気工事業の業務の適正化に関する法律第３条第３項に基づく
電気工事業の登録の更新

１０日 １０日

電気工事業の業務の適正化に関する法律第１０条第２項に基づ
く登録電気工事業者の登録証の訂正

１週 １週

電気工事業の業務の適正化に関する法律第１２条に基づく登録
電気工事業者の登録証の再交付

１週 １週

電気工事業の業務の適正化に関する法律第１６条に基づく登録
電気工事業者の登録簿の謄本の交付

１週 １週

２８．電気工事業の業務の適正化に関する法律（昭和四十五年法律第九十六号）



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

下請中小企業振興法第５条第１項に基づく振興事業計画の承認 １５日 １月

下請中小企業振興法第７条第１項に基づく振興事業計画の変更
承認

１５日 １月

下請中小企業振興法第８条第１項に基づく特定下請連携事業計
画の認定

５５日 ２月

下請中小企業振興法第１０条第１項に基づく特定下請連携事業
計画の変更の認定

５５日 ２月

下請中小企業振興法第１５条第１項に基づく下請中小企業取引
機会創出事業者の認定

３０日 ２月

２９．下請中小企業振興法（昭和四十五年法律第百四十五号）



下請中小企業振興法第１６条第１項及び第２項に基づく下請中
小企業取引機会創出事業者の認定の更新

３０日 ２月



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

特定工場における公害防止組織の整備に関する法律第８条の２
第２項に基づく指定試験機関の指定

１５日 １月

特定工場における公害防止組織の整備に関する法律第８条の６
に基づく試験事務の休廃止の許可

１５日 １月

３０．特定工場における公害防止組織の整備に関する法律（昭和四十六年法律第百七号）



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

熱供給事業法第３条に基づく事業の登録 ― １月

熱供給事業法第７条第１項に基づく変更登録 ― ４週

電気事業法等の一部を改正する等の法律（平成２７年法律第４
７号）附則第５０条第４項の規定によりなおその効力を有する
ものとして読み替えて適用される同法附則第４９条の規定によ
る改正前の熱供給事業法（以下「旧熱供給事業法」という。）
第６条第３項に基づく熱供給施設の設置及び事業開始の指定期
間の延長

― ３週

旧熱供給事業法第９条第１項に基づく事業の全部の譲渡し及び
譲受けの認可

― ４週

旧熱供給事業法第９条第２項に基づく法人の合併及び分割の認
可

― ４週

３１．熱供給事業法（昭和四十七年法律第八十八号）



旧熱供給事業法第１１条第１項に基づく事業の全部又は一部の
休止又は廃止の許可

― ４週

旧熱供給事業法第１１条第２項に基づく法人の解散の決議又は
総社員の同意の認可

― ４週

旧熱供給事業法第１５条第１項ただし書に基づく特別供給条件
の認可

― ３週

電気事業法等の一部を改正する等の法律附則第５１条第１項に
基づく指定旧供給区域の変更の許可

― ４週

電気事業法等の一部を改正する等の法律附則第５１条第５項に
基づく指定期間の延長

― ３週

電気事業法等の一部を改正する等の法律附則第５２条第１項に
基づく指定旧供給区域熱供給規程設定の認可及び変更の認可

― １月

熱供給事業会計規則（昭和４７年通商産業省令第１４４号）第
１条第２項に基づく勘定科目分類等の適用除外の承認

― ４週



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

石油パイプライン事業法第１０条第１項に基づく事業の全部の
譲渡し、譲受けの認可

１月 １月

石油パイプライン事業法第１０条第２項に基づく事業者法人の
合併の認可

１月 １月

石油パイプライン事業法第１２条第１項に基づく事業の休廃止
の許可

１月 １月

石油パイプライン事業法第１２条第２項に基づく法人の解散の
認可

１月 １月

石油パイプライン事業法第１５条第１項に基づく工事計画の認
可（設置）

３月 ３月

３２．石油パイプライン事業法（昭和四十七年法律第百五号）



石油パイプライン事業法第１５条第１項に基づく工事計画の認
可（変更）

２月 ２月

石油パイプライン事業法第１５条第４項に基づく工事計画の認
可申請期限の延長

２週 ２週

石油パイプライン事業法第１５条第６項に基づく工事計画の変
更の認可

２月 ２月

石油パイプライン事業法第１６条第１項に基づく事業用施設工
事の完成の検査

１月 １月

石油パイプライン事業法第１６条第３項に基づく完成検査を受
ける期限の延長

２週 ２週

石油パイプライン事業法第１６条第４項に基づく事業用施設の
一部の完成検査

１月 １月

石油パイプライン事業法第１８条第１項に基づく工事不要の事
業用施設の検査

１月 １月



石油パイプライン事業法第１９条第１項に基づく工事計画の認
可（第１５条第１項本文に規定する以外のもので「石油パイプ
ライン事業の事業用施設の工事の計画、検査等に関する省令」
で定めるもの）

１月 １月

石油パイプライン事業法第１９条第２項に基づく事業用施設の
完成検査（第１５条第１項本文に規定する以外のもので「石油
パイプライン事業の事業用施設の工事の計画、検査等に関する
省令」で定めるもの）

１月 １月

石油パイプライン事業法第１９条第４項に基づく工事計画の変
更の認可（第１５条第１項本文に規定する以外のもので「石油
パイプライン事業の事業用施設の工事の計画、検査等に関する
省令」で定めるもの）

１月 １月

石油パイプライン事業法第２０条第１項前段に基づく石油輸送
規程の認可

１月 １月

石油パイプライン事業法第２０条第１項後段に基づく石油輸送
規程の変更の認可

１月 １月

石油パイプライン事業法第２７条第１項前段に基づく保安規程
の認可

１月 １月

石油パイプライン事業法第２７条第１項後段に基づく保安規程
の変更の認可

１月 １月



石油パイプライン事業法第２９条に基づく保安検査 １月 １月

石油パイプライン事業の事業用施設の保安に関する省令第４条
第２項ただし書に基づく保安技術者兼任の承認

２週 ２週

石油パイプライン事業の事業用施設の保安に関する省令第４条
第４項第２号に基づく甲種危険物取扱者免状または乙種危険物
取扱者免状の交付を受けているものと同等以上の知識及び技術
を有していることの認定

２週 ２週

石油パイプライン事業の事業用施設の保安に関する省令第６条
第２項ただし書に基づく保安検査時期の特別の承認

１月 １月



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

消費生活用製品安全法第４条第２項第２号の規定による輸出用
以外の特定の用途に供する特定製品の販売等の承認

１週間 ２週間

消費生活用製品安全法第１１条第１項第２号の規定による輸出
用以外の特定の用途に供する特定製品の製造又は輸入の承認

１週間 ２週間

消費生活用製品安全法第１２条第１項の規定による国内登録検
査機関又は外国登録検査機関の登録（同法第１９条の規定によ
る国内登録検査機関又は外国登録検査機関の登録の更新を含
む。）

１０週
（海外における実施調査に係
る日数を除く。）

１２週
（海外における実施調査に係
る日数を除く。）

経済産業省関係特定製品の技術上の基準等に関する省令別表第
１の規定による略称又は記号の承認

１週 ２週

３３．消費生活用製品安全法（昭和四十八年法律第三十一号）



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

中小小売商業振興法第４条第４項に基づく電子計算機利用経営
管理計画の認定

５週 ６週

中小小売商業振興法第４条第５項に基づく連鎖化事業計画の認
定

５週 ６週

中小小売商業振興法施行令第９条第１項に基づく認定計画の変
更の認定

５週 ６週

３４．中小小売商業振興法（昭和四十八年法律第百一号）



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律第３条第１項第
４号に基づく新規化学物質の製造又は輸入の確認

２８日 １月

化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律第３条第１項第
５号に基づく少量新規化学物質の製造又は輸入の確認

４０日 ４０日

化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律第３条第１項第
６号に基づく高分子化合物の製造又は輸入の確認

１月 １月

化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律第５条第４項に
基づく低生産量新規化学物質の製造又は輸入の確認

１月 １月

３５．化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律（昭和四十八年法律第百十七号）



化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律第１７条第１項
に基づく第一種特定化学物質の製造事業の許可

２月 ２月

化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律第２１条第１項
に基づく第一種特定化学物質製造設備の変更の許可

２月 ２月

化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律第２２条第１項
に基づく第一種特定化学物質の輸入の許可

２月 ２月



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

石油需給適正化法第７条第１項に基づく石油使用者の申し出に
基づく石油使用量の指定

25日 1月

３６．石油需給適正化法（昭和四十八年法律第百二十二号）



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

伝統的工芸品産業の振興に関する法律第４条第１項に基づく振
興計画の認定

２０日（都道府県又は市町村
（特別区を含む。）の事務所
に到達してから経済産業局又
は沖縄総合事務局の事務所に
到達するまでに要すべき期間
を除く。）

２５日（都道府県又は市町村
（特別区を含む。）の事務所
に到達してから経済産業局又
は沖縄総合事務局の事務所に
到達するまでに要すべき期間
を除く。）

伝統的工芸品産業の振興に関する法律第５条第１項に基づく振
興計画の変更の認定

１５日（都道府県又は市町村
（特別区を含む。）の事務所
に到達してから経済産業局又
は沖縄総合事務局の事務所に
到達するまでに要すべき期間
を除く。）

１８日（都道府県又は市町村
（特別区を含む。）の事務所
に到達してから経済産業局又
は沖縄総合事務局の事務所に
到達するまでに要すべき期間
を除く。）

伝統的工芸品産業の振興に関する法律第７条第１項に基づく共
同振興計画の認定

２０日（都道府県又は市町村
（特別区を含む。）の事務所
に到達してから経済産業局又
は沖縄総合事務局の事務所に
到達するまでに要すべき期間
を除く。）

２５日（都道府県又は市町村
（特別区を含む。）の事務所
に到達してから経済産業局又
は沖縄総合事務局の事務所に
到達するまでに要すべき期間
を除く。）

３７．伝統的工芸品産業の振興に関する法律（昭和四十九年法律第五十七号）



伝統的工芸品産業の振興に関する法律第８条第１項に基づく共
同振興計画の変更の認定

１５日（都道府県又は市町村
（特別区を含む。）の事務所
に到達してから経済産業局又
は沖縄総合事務局の事務所に
到達するまでに要すべき期間
を除く。）

１８日（都道府県又は市町村
（特別区を含む。）の事務所
に到達してから経済産業局又
は沖縄総合事務局の事務所に
到達するまでに要すべき期間
を除く。）

伝統的工芸品産業の振興に関する法律第９条第１項に基づく活
性化計画の認定

２０日（都道府県又は市町村
（特別区を含む。）の事務所
に到達してから経済産業局又
は沖縄総合事務局の事務所に
到達するまでに要すべき期間
を除く。）

２５日（都道府県又は市町村
（特別区を含む。）の事務所
に到達してから経済産業局又
は沖縄総合事務局の事務所に
到達するまでに要すべき期間
を除く。）

伝統的工芸品産業の振興に関する法律第１０条第１項に基づく
活性化計画の変更の認定

１５日（都道府県又は市町村
（特別区を含む。）の事務所
に到達してから経済産業局又
は沖縄総合事務局の事務所に
到達するまでに要すべき期間
を除く。）

１８日（都道府県又は市町村
（特別区を含む。）の事務所
に到達してから経済産業局又
は沖縄総合事務局の事務所に
到達するまでに要すべき期間
を除く。）

伝統的工芸品産業の振興に関する法律第１１条第１項に基づく
連携活性化計画の認定

２０日（都道府県又は市町村
（特別区を含む。）の事務所
に到達してから経済産業局又
は沖縄総合事務局の事務所に
到達するまでに要すべき期間
を除く。）

２５日（都道府県又は市町村
（特別区を含む。）の事務所
に到達してから経済産業局又
は沖縄総合事務局の事務所に
到達するまでに要すべき期間
を除く。）

伝統的工芸品産業の振興に関する法律第１２条第１項に基づく
連携活性化計画の変更の認定

１５日（都道府県又は市町村
（特別区を含む。）の事務所
に到達してから経済産業局又
は沖縄総合事務局の事務所に
到達するまでに要すべき期間
を除く。）

１８日（都道府県又は市町村
（特別区を含む。）の事務所
に到達してから経済産業局又
は沖縄総合事務局の事務所に
到達するまでに要すべき期間
を除く。）



伝統的工芸品産業の振興に関する法律第１３条第１項に基づく
支援計画の認定

２０日（都道府県又は市町村
（特別区を含む。）の事務所
に到達してから経済産業局又
は沖縄総合事務局の事務所に
到達するまでに要すべき期間
を除く。）

２５日（都道府県又は市町村
（特別区を含む。）の事務所
に到達してから経済産業局又
は沖縄総合事務局の事務所に
到達するまでに要すべき期間
を除く。）

伝統的工芸品産業の振興に関する法律第１４条第１項に基づく
支援計画の変更の認定

１５日（都道府県又は市町村
（特別区を含む。）の事務所
に到達してから経済産業局又
は沖縄総合事務局の事務所に
到達するまでに要すべき期間
を除く。）

１８日（都道府県又は市町村
（特別区を含む。）の事務所
に到達してから経済産業局又
は沖縄総合事務局の事務所に
到達するまでに要すべき期間
を除く。）



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

石油の備蓄の確保等に関する法律施行規則第９条第２項に基づ
く石油基準備蓄量の変更

１５日 ２０日

石油の備蓄の確保等に関する法律施行規則第２２条第２項に基
づく石油ガス基準備蓄量の変更

１５日 ２０日

石油の備蓄の確保等に関する法律第７条第１項に基づく石油基
準備蓄量の減少

１５日 ２０日

石油の備蓄の確保等に関する法律第８条第１項に基づく石油基
準備蓄量減少の承認

１５日 ２０日

石油の備蓄の確保等に関する法律第８条第２項に基づく取引関
係の確認

１５日 ２０日

３８．石油の備蓄の確保等に関する法律（昭和五十年法律第九十六号）



石油の備蓄の確保等に関する法律第１１条第２項に基づく石油
ガス基準備蓄量の減少

１５日 ２０日

石油の備蓄の確保等に関する法律第１１条第２項に基づく石油
ガス基準備蓄量減少の承認

１５日 ２０日

石油の備蓄の確保等に関する法律第１１条第２項に基づく取引
関係の確認

１５日 ２０日

石油の備蓄の確保等に関する法律第１７条に基づく石油輸入業
の登録

２０日 １月

石油の備蓄の確保等に関する法律第２０条第１項に基づく石油
輸入業の変更登録

２０日 １月



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

特定商取引に関する法律第６１条第１項に基づく指定法人の指
定

１５日 ３０日

３９．特定商取引に関する法律（昭和五十一年法律第五十七号）



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

揮発油等の品質の確保等に関する法律第３条に基づく揮発油販
売業を行おうとする者の登録

１４日 １４日

揮発油等の品質の確保等に関する法律第８条に基づく揮発油販
売業者の変更登録

１０日 １０日

揮発油等の品質の確保等に関する法律第１２条の２に基づく揮
発油特定加工業を行おうとする者の登録

１４日 １４日

揮発油等の品質の確保等に関する法律第１２条の６に基づく揮
発油特定加工業者の変更登録

１０日 １０日

揮発油等の品質の確保等に関する法律第１２条の９に基づく軽
油特定加工業を行おうとする者の登録

１４日 １４日

４０．揮発油等の品質の確保等に関する法律（昭和五十一年法律第八十八号）



揮発油等の品質の確保等に関する法律第１２条の１３に基づく
軽油特定加工業者の変更登録

１０日 １０日

揮発油等の品質の確保等に関する法律第１６条の２第１項に基
づく揮発油販売業者が分析を委託する登録分析機関の登録（同
法第１７条の１６に基づく登録分析機関の登録の更新を含
む。）、第１７条の３第２項（同法第１７条の８第１項、第１
７条の１０第１項及び第１７条の１２第１項で準用する場合を
含む。）に基づく揮発油生産業者、軽油生産業者、灯油生産業
者及び重油生産業者が分析を委託する登録分析機関の登録（同
法第１７条の１６に基づく登録分析機関の登録の更新を含
む。）、第１７条の４第３項（同法第１７条の８第２項及び第
３項、第１７条の１０第２項及び第３項並びに第１７条の１２
第２項及び第３項で準用する場合を含む。）に基づく揮発油輸
入業者等、軽油輸入業者等、灯油輸入業者等及び重油輸入業者
等が分析を委託する登録分析機関の登録（同法第１７条の１６
に基づく登録分析機関の登録の更新を含む。）及び第１７条の
４の２第２項（同法第１７条の８第４項で準用する場合を含
む。）に基づく揮発油特定加工業者及び軽油特定加工業者が分
析を委託する登録分析機関の登録（第１７条の１６に基づく登
録分析機関の登録の更新を含む。）

１５日 １５日

揮発油等の品質の確保等に関する法律施行規則第１０条の３第
１項に基づく揮発油試験研究計画の認定

１５日 １５日

揮発油等の品質の確保等に関する法律施行規則第１０条の５第
１項に基づく揮発油試験研究計画の変更の認定

１５日 １５日



揮発油等の品質の確保等に関する法律施行規則第１４条の２第
１項に基づく生産揮発油品質維持計画及び確認揮発油品質維持
計画の認定

１５日 １５日

揮発油等の品質の確保等に関する法律施行規則第１４条の７第
１項に基づく生産揮発油品質維持計画及び確認揮発油品質維持
計画の計画終了日の変更の認定

１月 １月

揮発油等の品質の確保等に関する法律施行規則第１７条の２第
１項の規定による揮発油特定加工品質確認計画の認定

１５日 １５日

揮発油等の品質の確保等に関する法律施行規則第１７条の５第
１項の規定による揮発油特定加工品質確認計画の変更の認定

１５日 １５日

揮発油等の品質の確保等に関する法律施行規則第１７条の７第
１項の規定による揮発油特定加工品質確認計画の計画終了日の
変更の認定

１月 １月

揮発油等の品質の確保等に関する法律施行規則第１８条第２項
（同規則第２６条、第３１条及び第４６条で準用する場合を含
む。）に基づく揮発油輸入業者、軽油輸入業者、灯油輸入業者
及び重油輸入業者の届出に係る特例の承認

２０日 １月

揮発油等の品質の確保等に関する法律施行規則第２２条の３第
１項の規定による軽油試験研究計画の認定

１５日 １５日



揮発油等の品質の確保等に関する法律施行規則第２２条の５第
１項の規定による軽油試験研究計画の変更の認定

１５日 １５日

揮発油等の品質の確保等に関する法律施行規則第２５条の２第
１項の規定による軽油特定加工品質確認計画の認定

１５日 １５日

揮発油等の品質の確保等に関する法律施行規則第２５条の５第
１項の規定による軽油特定加工品質確認計画の変更の認定

１５日 １５日

揮発油等の品質の確保等に関する法律施行規則第２５条の７第
１項の規定による軽油特定加工品質確認計画の計画終了日の変
更の認定

１月 １月



４１．特定ガス消費機器の設置工事の監督に関する法律（昭和五十四年法律第三十三号）

手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

特定ガス消費機器の設置工事の監督に関する法律第４条第１項
第１号に基づく指定資格講習機関の指定

２月 ２月

特定ガス消費機器の設置工事の監督に関する法律第４条第２項
に基づく指定再講習機関の指定

２月 ２月



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

日韓大陸棚法第１０条第３項に基づく特定鉱業権延長の許可 １月 ２月

日韓大陸棚法第１２条に基づく特定鉱業権設定の許可 １月 ２月

日韓大陸棚法第２１条第１項に基づく共同開発事業契約の認
可､変更認可

１月 ２月

日韓大陸棚法第２４条第１項に基づく特定鉱業権移転の認可 １月 ２月

日韓大陸棚法第３３条第２項に基づく事業着手の延長の認可 １月 ２月

４２．日本国と大韓民国との間の両国に隣接する大陸棚の南部の共同開発に関する協定の実施に伴う石油及び可燃性天然ガ
ス資源の開発に関する特別措置法（昭和五十三年法律第八十一号）



日韓大陸棚法第３３条第３項に基づく事業休止の認可 １月 ２月

日韓大陸棚法第３５条第１項に基づく施業案の認可､変更認可 １月 ２月

日韓大陸棚法第３６条第１項に基づく指定区域の採掘制限の許
可

１月 ２月

日韓大陸棚法第３７条第１項に基づく特定鉱業権消滅時の採掘
の認可

１月 ２月

日韓大陸棚法第３８条第３項に基づく共同採掘契約の認可､変
更認可

１月 ２月



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に
関する法律第９条第１項第１号に基づく指定講習機関の指定

２５日 １月

エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に
関する法律第３１条第１項に基づく認定管理統括事業者の認定

２５日 １月

エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に
関する法律第５０条第１項に基づく連携省エネルギー計画の認
定

２５日 １月

エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に
関する法律第５１条第１項に基づく連携省エネルギー計画の変
更の認定

２５日 １月

エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に
関する法律第５５条に基づくエネルギー管理士免状の交付

１月 ２月

４３．エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律（昭和五十四年法律第四十九号）



エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に
関する法律第５５条第１項第２号に基づくエネルギー管理士試
験合格者相当の認定

１月 ２月

エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に
関する法律第５７条第２項に基づく指定試験機関の指定

２５日 １月

エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に
関する法律第６１条第１項に基づく試験事務規程の認可及びそ
の変更認可

２５日 １月

エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に
関する法律第６２条に基づく試験事務の休廃止の許可

２５日 １月

エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に
関する法律第６３条第１項に基づく指定試験機関の事業計画等
の認可及びその変更認可

２５日 １月

エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に
関する法律第６４条に基づく指定試験機関の役員の選解任の認
可

２５日 １月

エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に
関する法律第７６条第１項に基づくエネルギー管理講習業務規
程の認可及びその変更認可

２５日 １月



エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に
関する法律第７８条第１項に基づく指定講習機関の事業計画等
の認可及びその変更認可

２５日 １月

エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に
関する法律第８４条第１項に基づく登録調査機関の登録

２５日 １月

エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に
関する法律第９１条第１項に基づく登録調査機関の登録の更新

２５日 １月

エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に
関する法律第１１７条第１項に基づく認定管理統括荷主の認定

２５日 １月

エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に
関する法律第１２１条第１項に基づく荷主連携省エネルギー計
画の認定

２５日 １月

エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に
関する法律第１２２条第１項に基づく荷主連携省エネルギー計
画の変更の認定

２５日 １月

エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に
関する法律施行規則第８条第２項から第４項までに基づくエネ
ルギー管理統括者の兼任の承認

２５日 １月



エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に
関する法律施行規則第１３条第２項に基づくエネルギー管理企
画推進者の兼任の承認

２５日 １月

エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に
関する法律施行規則第１７条第２項から第５項までに基づくエ
ネルギー管理者の兼任の承認

２５日 １月

エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に
関する法律施行規則第２３条第２項から第９項までに基づくエ
ネルギー管理員の兼任の承認

２５日 １月

エネルギー管理士の試験及び免状の交付に関する規則第２条に
基づく登録研修機関の登録

２５日 １月

エネルギー管理士の試験及び免状の交付に関する規則第７条第
１項に基づくエネルギー管理士免状の再交付

１月 ２月

エネルギー管理士の試験及び免状の交付に関する規則第１４条
第１項に基づく登録研修機関の登録の更新

２５日 １月



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

深海底鉱業暫定措置法第４条第１項に基づく深海底鉱業の許可 ７０日 ３月

深海底鉱業暫定措置法第１４条第１項に基づく深海底鉱区等の
変更の許可

７０日 ３月

深海底鉱業暫定措置法第１８条第１項に基づく深海底鉱業の譲
渡し及び譲受けの認可

４５日 ２月

深海底鉱業暫定措置法第１８条第２項に基づく法人の合併の認
可

４５日 ２月

深海底鉱業暫定措置法第２３条第２項に基づく事業着手期限の
延長

４５日 ２月

４４．深海底鉱業暫定措置法（昭和五十七年法律第六十四号）



深海底鉱業暫定措置法第２３条第３項に基づく事業の休止の認
可

４５日 ２月

深海底鉱業暫定措置法第２４条第１項に基づく施業案の認可 ７０日 ３月

深海底鉱業暫定措置法第２４条第１項に基づく施業案の変更の
認可

７０日 ３月

深海底鉱業暫定措置法第３９条に基づく保安規程の設定又は変
更の認可

１５日 １月

深海底鉱業暫定措置法第３９条に基づく施設計画の認可 １５日 １月

深海底鉱業暫定措置法第３９条に基づく機械､器具についての
性能検査

１５日 １月

深海底鉱業暫定措置法第４０条に基づく外国深海底鉱業者との
結合関係の認定

４５日 ２月



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

半導体集積回路の回路配置に関する法律第７条第１項に基づく
回路配置利用権の設定の登録

１週 ２週

半導体集積回路の回路配置に関する法律第２１条に基づく回路
配置利用権の移転等の登録

１週 ２週

半導体集積回路の回路配置に関する法律第２８条第２項に基づ
く登録機関の登録

１５日 １月

半導体集積回路の回路配置に関する法律第３０条の２に基づく
機関登録の更新

１５日 １月

４５．半導体集積回路の回路配置に関する法律（昭和六十年法律第四十三号）



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

特定物質等の規制等によるオゾン層の保護に関する法律第４条
第１項に基づく特定物質等製造数量の許可

２５日 １月

特定物質等の規制等によるオゾン層の保護に関する法律第５条
第３項に基づく輸出用製造数量の指定の変更

１８日 ３週

特定物質等の規制等によるオゾン層の保護に関する法律第５条
第４項に基づく輸出用製造数量の確認

１８日 ３週

特定物質等の規制等によるオゾン層の保護に関する法律第５条
の２第１項に基づく特定物質等ごとの製造数量の認可

２５日 １月

特定物質等の規制等によるオゾン層の保護に関する法律第８条
第１項に基づく許可製造数量増加の許可

２５日 １月

４６．特定物質等の規制等によるオゾン層の保護に関する法律（昭和六十三年法律第五十三号）



特定物質等の規制等によるオゾン層の保護に関する法律第８条
第３項に基づく増加の許可を受けた特定物質等に係る輸出用製
造数量の指定の変更

１８日 ３週

特定物質等の規制等によるオゾン層の保護に関する法律第１１
条第１項に基づく破壊に係る製造数量の確認

１８日 ３週

特定物質等の規制等によるオゾン層の保護に関する法律第１２
条第１項に基づく原料使用に係る製造数量の確認

１８日 ３週

特定物質等の規制等によるオゾン層の保護に関する法律第１３
条第１項に基づく特定用途に係る製造数量の確認

１８日 ３週



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

資源の有効な利用の促進に関する法律第２７条第１項に基づく
使用済指定再資源化製品の自主回収及び再資源化の認定

２５日 １月

資源の有効な利用の促進に関する法律第２８条第１項に基づく
使用済指定再資源化製品の自主回収及び再資源化の変更認定

２５日 １月

／

４７．資源の有効な利用の促進に関する法律（平成三年法律第四十八号）



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

商品投資に係る事業の規制に関する法律第３条の規定に基づく
商品投資顧問業者の許可

２月 ２月

商品投資に係る事業の規制に関する法律第８条第１項の規定に
基づく商品投資顧問業者の許可の有効期間の更新

２月 ２月

商品投資に係る事業の規制に関する法律第９条の規定に基づく
商品投資顧問業者の業務の種類及び方法の変更又は資本金の額
の減少の認可

２月 ２月

４８．商品投資に係る事業の規制に関する法律（平成三年法律第六十六号）



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

計量法第１６条第１項第２号イに基づく指定検定機関の指定 ２５日 ３０日

計量法第１６条第１項第２号ロに基づく指定製造事業者の指定
（指定検定機関の調査による場合を除く。）

７０日 １２０日

計量法第１６条第１項第２号ロに基づく指定製造事業者の指定
（指定検定機関の調査による場合に限る。）

３０日 ８０日

計量法第１２１条の２第１項に基づく特定計量証明認定機関の
指定

２５日 ３０日

計量法第１２２条第１項に基づく計量士の登録 ５０日 ８５日

４９．計量法（平成四年法律第五十一号）



計量法第１３５条第１項に基づく指定校正機関の指定 ２５日 ３０日



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

ゴルフ場等に係る会員契約の適正化に関する法律第１３条第１
項に基づく会員制事業協会の指定

４５日 ３月

５０．ゴルフ場等に係る会員契約の適正化に関する法律（平成四年法律第五十三号）



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律第３３
条の８第１項に基づく認定機関の登録

１５日 １月

５１．絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律（平成四年法律第七十五号）



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進に関
する法律第３３条第１項に基づく産業業務施設の移転計画の認
定

２５日 １月

地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進に関
する法律第３３条第４項に基づく産業業務施設の移転計画の変
更の認定

２５日 １月

５２．地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の再配置の促進に関する法律（平成四年法律第七十六号）



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

地域伝統芸能等を活用した行事の実施による観光及び特定地域
商工業の振興に関する法律第８条に基づく支援事業実施機関の
指定

１月 ２月

５３．地域伝統芸能等を活用した行事の実施による観光及び特定地域商工業の振興に関する法律（平成四年法律第八十八
号）



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

エネルギ－等の使用の合理化及び資源の有効な利用に関する事
業活動の促進に関する臨時措置法第４条第１項に基づく事業計
画の承認

１０日 ３週

エネルギ－等の使用の合理化及び資源の有効な利用に関する事
業活動の促進に関する臨時措置法第５条第１項に基づく事業計
画の変更の承認

１０日 ３週

エネルギ－等の使用の合理化及び資源の有効な利用に関する事
業活動の促進に関する臨時措置法第６条第１項に基づく共同事
業計画の承認

１０日 ３週

エネルギ－等の使用の合理化及び資源の有効な利用に関する事
業活動の促進に関する臨時措置法第７条第１項に基づく共同事
業計画の変更の承認

１０日 ３週

５４．エネルギ－等の使用の合理化及び資源の有効な利用に関する事業活動の促進に関する臨時措置法（平成五年法律第十
八号）



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律
第７条第１項の規定に基づく経営発達支援計画の認定

４月 ４月

商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律
第８条第１項の規定に基づく経営発達支援計画の変更の認定

４月 ４月

５５．商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律（平成五年法律第五十一号）



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

化学兵器の禁止及び特定物質の規制等に関する法律第４条第１
項に基づく特定物質の製造の許可

４２日 ４５日

化学兵器の禁止及び特定物質の規制等に関する法律第７条第１
項に基づく特定物質の製造の変更の許可

４２日 ４５日

化学兵器の禁止及び特定物質の規制等に関する法律第１０条第
１項に基づく特定物質の使用の許可

４２日 ４５日

５６．化学兵器の禁止及び特定物質の規制等に関する法律（平成七年法律第六十五号）



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

新エネルギ－利用等の促進に関する特別措置法第８条第１項に
基づく新エネルギ－利用計画の認定

１月 ２月

新エネルギ－利用等の促進に関する特別措置法第９条第１項に
基づく新エネルギ－利用計画の変更認定

１月 ２月

５７．新エネルギ－利用等の促進に関する特別措置法（平成九年法律第三十七号）



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

中心市街地の活性化に関する法律第４２条第４項に基づく民間
中心市街地商業活性化事業計画の認定

２月（市町村（特別区を含
む。）の事務所に到達してか
ら経済産業局又は沖縄総合事
務局の事務所に到達するまで
に要すべき期間を除く。）

２月（市町村（特別区を含
む。）の事務所に到達してか
ら経済産業局又は沖縄総合事
務局の事務所に到達するまで
に要すべき期間を除く。）

中心市街地の活性化に関する法律第４３条第３項において準用
する第４２条第４項に基づく民間中心市街地商業活性化事業計
画の変更の認定

２月（市町村（特別区を含
む。）の事務所に到達してか
ら経済産業局又は沖縄総合事
務局の事務所に到達するまで
に要すべき期間を除く。）

２月（市町村（特別区を含
む。）の事務所に到達してか
ら経済産業局又は沖縄総合事
務局の事務所に到達するまで
に要すべき期間を除く。）

中心市街地の活性化に関する法律第４８条第４項に基づく特定
民間中心市街地活性化事業計画の認定

２月（市町村（特別区を含
む。）の事務所に到達してか
ら経済産業局又は沖縄総合事
務局の事務所に到達するまで
に要すべき期間を除く。）

２月（市町村（特別区を含
む。）の事務所に到達してか
ら経済産業局又は沖縄総合事
務局の事務所に到達するまで
に要すべき期間を除く。）

中心市街地の活性化に関する法律第４９条第３項において準用
する第４８条第４項に基づく特定民間中心市街地活性化事業計
画の変更の認定

２月（市町村（特別区を含
む。）の事務所に到達してか
ら経済産業局又は沖縄総合事
務局の事務所に到達するまで
に要すべき期間を除く。）

２月（市町村（特別区を含
む。）の事務所に到達してか
ら経済産業局又は沖縄総合事
務局の事務所に到達するまで
に要すべき期間を除く。）

５８．中心市街地の活性化に関する法律（平成十年法律第九十二号）



中心市街地の活性化に関する法律第５０条第４項に基づく特定
民間中心市街地経済活力向上事業計画の認定

２月（市町村（特別区を含
む。）の事務所に到達してか
ら経済産業局又は沖縄総合事
務局の事務所に到達するまで
に要すべき期間及び法第５０
条第５項の規定に基づく都道
府県の知事への協議期間を除
く。）

２月（市町村（特別区を含
む。）の事務所に到達してか
ら経済産業局又は沖縄総合事
務局の事務所に到達するまで
に要すべき期間及び法第５０
条第５項の規定に基づく都道
府県の知事への協議期間を除
く。）

中心市街地の活性化に関する法律第５１条第３項において準用
する第５０条第４項に基づく特定民間中心市街地経済活力向上
事業計画の変更の認定

２月（市町村（特別区を含
む。）の事務所に到達してか
ら経済産業局又は沖縄総合事
務局の事務所に到達するまで
に要すべき期間及び法第５０
条第５項の規定に基づく都道
府県の知事への協議期間を除
く。）

２月（市町村（特別区を含
む。）の事務所に到達してか
ら経済産業局又は沖縄総合事
務局の事務所に到達するまで
に要すべき期間及び法第５０
条第５項の規定に基づく都道
府県の知事への協議期間を除
く。）



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

特定家庭用機器再商品化法第２３条第３項に基づく再商品化等
の認定

２５日 １月

特定家庭用機器再商品化法第２４条第１項に基づく再商品化等
の変更の認定

２５日 １月

特定家庭用機器再商品化法第３２条第１項に基づく指定法人の
指定

２５日 １月

特定家庭用機器再商品化法第３５条第２項に基づく指定法人の
再商品化等業務規程の認可

２５日 １月

特定家庭用機器再商品化法第３６条第１項に基づく指定法人の
事業計画書及び収支予算書の認可

２５日 １月

５９．特定家庭用機器再商品化法（平成十年法律第九十七号）



特定家庭用機器再商品化法第３７条に基づく指定法人の業務の
休廃止の許可

２５日 １月



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

対人地雷の製造の禁止及び所持の規制等に関する法律第５条第
１項に基づく対人地雷の所持の許可

１月 １月

対人地雷の製造の禁止及び所持の規制等に関する法律第８条第
１項に基づく対人地雷の所持に係る事項の変更の許可

１月 １月

６０．対人地雷の製造の禁止及び所持の規制等に関する法律（平成十年法律第百十六号）



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

中小企業等経営強化法第１４条第１項に基づく経営革新計画の
承認〔所管行政庁が経済産業省（経済産業大臣が承認するも
の）のみの場合に限る。〕

４０日 ４５日

中小企業等経営強化法第１５条第１項に基づく経営革新計画の
変更の承認〔所管行政庁が経済産業省（経済産業大臣が承認す
るもの）のみの場合に限る。〕

４０日 ４５日

中小企業等経営強化法第１７条第１項に基づく経営力向上計画
の認定〔主務大臣が経済産業大臣のみの場合に限る。〕

２５日 ３０日

中小企業等経営強化法第１８条第１項に基づく経営力向上計画
の変更認定〔主務大臣が経済産業大臣のみの場合に限る。〕

２５日 ３０日

６１．中小企業等経営強化法（平成十一年法律第十八号）



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律第１１条第１項
に基づく再生利用事業を行う事業場の登録

６０日 ６０日

食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律第１２条第１項
に基づく再生利用事業を行う事業場の登録の更新

６０日 ６０日

食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律第１９条第１項
に基づく再生利用事業計画の認定

６０日 ６０日

食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律第２０条第１項
に基づく再生利用事業計画の変更の認定

６０日 ６０日

６２．食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律（平成十二年法律第百十六号）



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律第４０条第１項に基
づく原子力発電環境整備機構の設立認可

３週 １月

特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律第４４条第２項に基
づく原子力発電環境整備機構の定款変更認可

１０日 ２週

特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律第４９条第１項に基
づく原子力発電環境整備機構の役員の選任及び解任の認可

１０日 ２週

特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律第５０条ただし書に
基づく原子力発電環境整備機構の役員の兼業の承認

１０日 ２週

特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律第５３条第３項に基
づく原子力安全環境整備機構の評議員の任命に対する認可

１０日 ２週

６３．特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律（平成十二年法律第百十七号）



特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律第５７条第１項に基
づく最終処分業務の一部委託の認可

１０日 ２週

特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律第５９条に基づく最
終処分積立金の取り戻し承認

１０日 ２週

特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律第６１条第１項に基
づく業務方法書の認可及び変更の認可

１０日 ２週

特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律第６４条に基づく予
算、事業計画、資金計画の認及び変更の認可

１０日 ２週

特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律第６５条第１項に基
づく財務諸表の承認

３週 １月

特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律第６７条第１項に基
づく長期借入金又は短期借入金の認可

１０日 ２週

特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律第６７条第２項に基
づく短期借入金の借換えの認可

１０日 ２週



特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律第７６条第１項に基
づく資金管理業務規程の認可及び変更の認可

１０日 ２週

特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律第７７条第１項に基
づく事業計画書及び収支予算書の認可並びに変更の認可

１０日 ２週

特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律第７８条に基づく資
金管理業務の休廃止の許可

１０日 ２週

原子力発電環境整備機構の財務及び会計に関する省令（平成１
２年通商産業省令第１５３号）第７条に基づく債務負担行為認
可

１０日 ２週

原子力発電環境整備機構の財務及び会計に関する省令第８条第
２項に基づく支出予算の流用等の承認

１０日 ２週

原子力発電環境整備機構の財務及び会計に関する省令第９条第
１項に基づく支出予算の繰越承認

１０日 ２週

原子力発電環境整備機構の財務及び会計に関する省令第１９条
第２項に基づく会計規程の承認及び変更の承認

１０日 ２週



６４．フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（平成十三年法律第六十四号）

６４．フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（平成十三年法律第六十四号）

６４．フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（平成十三年法律第六十四号）

６４．フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（平成十三年法律第六十四号）

６４．フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（平成十三年法律第六十四号）

６４．フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（平成十三年法律第六十四号）

６４．フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（平成十三年法律第六十四号）





手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

特定機器に係る適合性評価手続の結果の外国との相互承認の実
施に関する法律第１４条第１項に基づく指定調査機関の指定

３月 ３月

特定機器に係る適合性評価手続の結果の外国との相互承認の実
施に関する法律第１９条第１項に基づく指定調査機関の指定の
更新

３月 ３月

特定機器に係る適合性評価手続の結果の外国との相互承認の実
施に関する法律第２３条第１項に基づく調査業務規定の認可及
び変更の認可

３月 ３月

特定機器に係る適合性評価手続の結果の外国との相互承認の実
施に関する法律第２６条第１項に基づく業務の休廃止の許可

２月 ２月

特定機器に係る適合性評価手続の結果の外国との相互承認の実
施に関する法律第３条第１項に基づく国外適合性評価事業の認
定

５月 ５月

６５．特定機器に係る適合性評価手続の結果の外国との相互承認の実施に関する法律（平成十三年法律第百十一号）



特定機器に係る適合性評価手続の結果の外国との相互承認の実
施に関する法律４０条第４項に基づく手数料の額の認可及び変
更の認可

２月 ２月

特定機器に係る適合性評価手続の結果の外国との相互承認の実
施に関する法律第６条第１項に基づく国外適合性評価事業の認
定の更新

５月 ５月

特定機器に係る適合性評価手続の結果の外国との相互承認の実
施に関する法律第７条第１項に基づく国外適合性評価事業の変
更の認定

５月 ５月



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

沖縄振興特別措置法第４３条第１項に基づく国際物流拠点産業
集積地域における事業の認定

６０日 ６０日

６６．沖縄振興特別措置法（平成十四年法律第十四号）



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

使用済自動車の再資源化等に関する法律第２８条第３項に基づ
く再資源化の認定

２５日 １月

使用済自動車の再資源化等に関する法律第２９条第２項におい
て準用する同法第２８条第３項に基づく再資源化の変更認定

２５日 １月

使用済自動車の再資源化等に関する法律第３１条第３項に基づ
く解体自動車の全部再資源化の実施の委託に係る認定

２５日 １月

使用済自動車の再資源化等に関する法律第３２条第２項におい
て準用する同法第３１条第３項に基づく解体自動車の全部再資
源化の実施の委託に係る変更認定

２５日 １月

使用済自動車の再資源化等に関する法律第９２条第１項に基づ
く資金管理法人の指定

２５日 １月

６７．使用済自動車の再資源化等に関する法律（平成十四年法律第八十七号）



使用済自動車の再資源化等に関する法律第９４条第２項に基づ
く資金管理業務規程の認可及び変更認可

２５日 １月

使用済自動車の再資源化等に関する法律第９５条第１項に基づ
く資金管理業務事業計画書及び収支予算書の認可及び変更認可

２５日 １月

使用済自動車の再資源化等に関する法律第９６条に基づく資金
管理法人の休廃止の許可

２５日 １月

使用済自動車の再資源化等に関する法律第９８条第１項に基づ
く特定再資源化預託金等の出えん等の承認

２５日 １月

使用済自動車の再資源化等に関する法律第９８条第３項に基づ
く特定再資源化預託金等の出えん等の認可

２５日 １月

使用済自動車の再資源化等に関する法律第９９条第３項に基づ
く資金管理業務諮問委員会委員の認可

２５日 １月

使用済自動車の再資源化等に関する法律第１０５条に基づく指
定再資源化機関の指定

２５日 １月



使用済自動車の再資源化等に関する法律第１０９条第２項に基
づく再資源化等業務規程の認可及び変更認可

２５日 １月

使用済自動車の再資源化等に関する法律第１１０条第１項に基
づく再資源化等業務事業計画書及び収支予算書の認可及び変更
認可

２５日 １月

使用済自動車の再資源化等に関する法律第１１３条において準
用する同法第９６条に基づく指定再資源化機関の休廃止の許可

２５日 １月

使用済自動車の再資源化等に関する法律第１１４条に基づく情
報管理センターの指定

２５日 １月

使用済自動車の再資源化等に関する法律第１１７条第２項に基
づく情報管理業務規程の認可及び変更認可

２５日 １月

使用済自動車の再資源化等に関する法律第１２０条において準
用する同法第９６条に基づく情報管理センターの休廃止の許可

２５日 １月

使用済自動車の再資源化等に関する法律第１２０条において準
用する同法第１１０条第１項に基づく情報管理業務事業計画
書、収支予算書の認可及び変更認定

２５日 １月



使用済自動車の再資源化等に関する法律施行令第７条第２項に
基づく情報管理料金の額の認可及び変更認可

２５日 １月

使用済自動車の再資源化等に関する法律施行令第８条第２項に
基づく再資源化預託金等の管理に関する料金の額の認可及び変
更認可

２５日 １月

使用済自動車の再資源化等に関する法律施行令第９条第２項に
基づく再資源化預託金等の取戻しに係る手数料の額の認可及び
変更認可

２５日 １月

使用済自動車の再資源化等に関する法律施行令第１１条第２項
に基づく書面の提出による移動報告のファイルへの記録に係る
手数料の額の認可及び変更認可及び変更認可

２５日 １月

使用済自動車の再資源化等に関する法律施行令第１２条第２項
に基づく情報管理センターが行う書類等の交付に係る手数料の
額の認可及び変更認可

２５日 １月



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

経済連携協定に基づく特定原産地証明書の発給等に関する法律
第７条の２第１項の規定に基づく認定輸出者の認定

－ ２０日

経済連携協定に基づく特定原産地証明書の発給等に関する法律
第７条の５第１項の規定に基づく認定輸出者の認定の更新

－ １０日

経済連携協定に基づく特定原産地証明書の発給等に関する法律
第８条第１項の規定に基づく指定発給機関の指定

－ ３０日

経済連携協定に基づく特定原産地証明書の発給等に関する法律
第１２条第１項の規定に基づく指定発給機関の指定の更新

－ ２０日

経済連携協定に基づく特定原産地証明書の発給等に関する法律
第１４条第１項の規定に基づく指定発給機関の発給事務規程の
認可及び変更の認可

－ ２５日

６８．経済連携協定に基づく特定原産地証明書の発給等に関する法律（平成十六年法律第百四十三号）



経済連携協定に基づく特定原産地証明書の発給等に関する法律
第２０条の規定に基づく指定発給機関が発給事務の全部又は一
部を休止し、又は廃止することの許可

－ ２５日

経済連携協定に基づく特定原産地証明書の発給等に関する法律
第３２条第１項の規定に基づく指定発給機関による第一種特定
原産地証明書の発給に係る手数料の額の認可及び変更の認可

－ ２５日



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施及び廃炉の推
進に関する法律第５条第４項に基づく使用済燃料再処理等拠出
金の単価の認可及び変更認可

－ １月

原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施及び廃炉の推
進に関する法律第７条第１項に基づく再処理等拠出金を納付す
る機構の変更の承認

－ ２週

原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施及び廃炉の推
進に関する法律第１１条第５項に基づく廃炉拠出金年度総額及
び拠出金率の認可及び変更認可

－ １月

原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施及び廃炉の推
進に関する法律第１３条第１項に基づく廃炉拠出金を納付する
機構の変更の承認

－ ２週

原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施及び廃炉の推
進に関する法律第２４条第１項に基づく機構の設立申請の認可

－ １月

６９．原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施及び廃炉の推進に関する法律（平成十七年法律第四十八号）



原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施及び廃炉の推
進に関する法律第３１条に基づく委員の任命の認可

－ ２週

原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施及び廃炉の推
進に関する法律第３３条に基づく委員の解任の認可

－ ２週

原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施及び廃炉の推
進に関する法律第３９条第２項に基づく役員の任命の認可

－ ２週

原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施及び廃炉の推
進に関する法律第４２条第２項に基づく役員の解任の認可

－ ２週

原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施及び廃炉の推
進に関する法律第４３条ただし書に基づく役員の兼職の承認

― ２週

原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施及び廃炉の推
進に関する法律第５０条に基づく業務の委託の認可

－ ２週

原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施及び廃炉の推
進に関する法律第５３条第１項に基づく業務方法書の認可及び
変更認可

－ ２週



原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施及び廃炉の推
進に関する法律第５４条第１項に基づく使用済燃料再処理等実
施中期計画の認可及び変更認可

－ １月

原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施及び廃炉の推
進に関する法律第５５条第１項に基づく廃炉推進業務中期計画
の認可及び変更認可

－ １月

原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施及び廃炉の推
進に関する法律第５８条に基づく機構の予算、事業計画及び資
金計画の認可及び変更認可

－ ２週

原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施及び廃炉の推
進に関する法律第５９条第１項に基づく財務諸表の承認

－ １月

原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施及び廃炉の推
進に関する法律第６２条第１項に基づく借入金の認可

－ ２週

原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施及び廃炉の推
進に関する法律第６２条第２項に基づく借入金の借換えの認可

－ ２週

原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施及び廃炉の推
進に関する法律第６７条に基づく定款の変更認可

－ ２週



脱炭素社会の実現に向けた電気供給体制の確立を図るための電
気事業法等の一部を改正する法律（令和５年法律第４４号）附
則第１０条第１項ただし書に基づく分割して支払う金銭の額と
期間に係る承認

- ２週

原子力発電における使用済燃料の再処理等のための積立金の積
立て及び管理に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う
関係政令の整備及び経過措置に関する政令（平成２８年政令第
３１９号）第１２条第１項に基づく支払の分割（分納）の承認

― ２週

原子力発電における使用済燃料の再処理等のための積立金の積
立て及び管理に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う
関係政令の整備及び経過措置に関する政令第１３条第１項にお
いて準用する同令第１２条第１項に基づく支払の分割（分納）
の承認

― ２週

原子力発電における使用済燃料の再処理等のための積立金の積
立て及び管理に関する法律施行規則の一部を改正する省令（平
成２８年経済産業省令第９２号）附則第４条第７項に基づく支
払計画表の変更の承認

－ ２週

使用済燃料再処理・廃炉推進機構の財務及び会計に関する省令
（平成２８年経済産業省令第９３号）第８条第２項に基づく支
出予算の流用等の承認

― ２週

使用済燃料再処理・廃炉推進機構の財務及び会計に関する省令
第９条第１項に基づく支出予算の繰越しの承認

― １月

使用済燃料再処理・廃炉推進機構の財務及び会計に関する省令
第２０条第２項に基づく会計規程の承認及び変更の承認

― ２週



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

物資の流通の効率化に関する法律第６条第１項の規定に基づく
総合効率化計画の認定（特定流通業務施設の整備を行う事業が
記載された総合効率化計画）

４５日 ２月

物資の流通の効率化に関する法律第６条第１項の規定に基づく
総合効率化計画の認定（特定流通業務施設の整備を行う事業が
記載された総合効率化計画以外の総合効率化計画）

１５日 １月

物資の流通の効率化に関する法律第７条第１項の規定に基づく
総合効率化計画の変更の認定（特定流通業務施設の整備を行う
事業が記載された総合効率化計画）

４５日 ２月

物資の流通の効率化に関する法律第７条第１項の規定に基づく
総合効率化計画の変更の認定（特定流通業務施設の整備を行う
事業が記載された総合効率化計画以外の総合効率化計画）

１５日 １月

物資の流通の効率化に関する法律第９条第２項の規定に基づく
特定流通業務施設の確認

１５日 １月

７０．物資の流通の効率化に関する法律（平成十七年法律第八十五号）



７１．中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律（平成二十年法律第三十三号）

手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律第七条第一
項に基づく確認

１月 １月

中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律第七条第二
項に基づく確認

１月 １月



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

商店街の活性化のための地域住民の需要に応じた事業活動の促
進に関する法律第４条第１項に基づく商店街活性化事業計画の
認定

７週 ８週

商店街の活性化のための地域住民の需要に応じた事業活動の促
進に関する法律第５条第１項に基づく商店街活性化事業計画の
変更の認定

７週 ８週

商店街の活性化のための地域住民の需要に応じた事業活動の促
進に関する法律第６条第１項に基づく商店街活性化支援事業計
画の認定

７週 ８週

商店街の活性化のための地域住民の需要に応じた事業活動の促
進に関する法律第７条第１項に基づく商店街活性化支援事業計
画の変更の認定

７週 ８週

７２．商店街の活性化のための地域住民の需要に応じた事業活動の促進に関する法律（平成二十一年法律第八十号）



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

クラスター弾等の製造の禁止及び所持の規制等に関する法律第
５条第１項に基づくクラスター弾等の所持の許可

１月 １月

クラスター弾等の製造の禁止及び所持の規制等に関する法律第
８条第１項に基づくクラスター弾等の所持に係る事項の変更の
許可

１月 １月

７３．クラスター弾等の製造の禁止及び所持の規制等に関する法律（平成二十一年法律第八十五号）



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法第７
条第１項に基づく再生可能エネルギー発電事業計画の入札参加
可否の通知（当該通知に係る発電がバイオマス以外の再生可能
エネルギー源を電気に変換するものである場合に限る。）

２月 ２月

再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法第７
条第１項に基づく再生可能エネルギー発電事業計画の入札参加
可否の通知（当該通知に係る発電がバイオマスを電気に変換す
るものである場合に限る。）

４月 ４月

再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法第８
条の２第１項に基づく入札業務規定の認可又は変更認可

１月 １月

再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法第８
条の３第１項に基づく業務の休廃止の許可

１月 １月

再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法第９
条第１項に基づく再生可能エネルギー発電事業計画の認定（当
該認定に係る発電が太陽光（出力が１０ｋＷ未満のものに限
る。）及びバイオマス以外の再生可能エネルギー源を電気に変
換するものである場合に限る。）

３月 ３月

７４．再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法（平成二十三年法律第百八号）



再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法第９
条第１項に基づく再生可能エネルギー発電事業計画の認定（当
該認定に係る発電が太陽光を電気に変換するものであって、そ
の出力が１０ｋＷ未満の場合に限る。）

２月～３月 ２月～３月

再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法第９
条第１項に基づく再生可能エネルギー発電事業計画の認定（当
該認定に係る発電がバイオマスを電気に変換するものである場
合に限る。）

４月 ４月

再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法第１
０条第１項に基づく再生可能エネルギー発電事業計画の認定
（当該認定に係る発電が太陽光（出力が１０ｋＷ未満のものに
限る。）及びバイオマス以外の再生可能エネルギー源を電気に
変換するものである場合に限る。）

３月 ３月

再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法第１
０条第１項に基づく再生可能エネルギー発電事業計画の認定
（当該認定に係る発電が太陽光を電気に変換するものであっ
て、その出力が１０ｋＷ未満の場合に限る。）

２月～３月 ２月～３月

再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法第１
０条第１項に基づく再生可能エネルギー発電事業計画の認定
（当該認定に係る発電がバイオマスを電気に変換するものであ
る場合に限る。）

４月 ４月

再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法第１
５条の２０第１項に基づく積立業務管理規定の認可又は変更認
可

１月 １月

再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法第３
７条第１項に基づく賦課金に係る特例の認定

１月 １月



再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法第４
０条第１項に基づく徴収等業務規程の認可又は変更認可

１月 １月



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

特定多国籍企業による研究開発事業等の促進に関する特別措置
法第４条第３項の規定による研究開発事業計画の認定に関する
こと。

― ２月

特定多国籍企業による研究開発事業等の促進に関する特別措置
法第５条第１項の規定による研究開発事業計画の変更に係る認
定に関すること。

― ２月

特定多国籍企業による研究開発事業等の促進に関する特別措置
法第６条第３項の規定による統括事業計画の認定に関するこ
と。

― ２月

特定多国籍企業による研究開発事業等の促進に関する特別措置
法第７条第１項の規定による統括事業計画の変更に係る認定に
関すること。

― ２月

７５．特定多国籍企業による研究開発事業等の促進に関する特別措置法（平成二十四年法律第五十五号）



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律第１０条
第１項に基づく再資源化事業計画の認定

９０日 ９０日

使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律第１１条
第１項に基づく再資源化事業計画の変更の認定

９０日 ９０日

７６．使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律（平成二十四年法律第五十七号）



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

産業競争力強化法第６８条第１項に基づく技術等情報漏えい防
止措置認証機関の認定

４０日 ４５日

産業競争力強化法第６９条第１項に基づく技術等情報漏えい防
止措置認証機関の認定の更新

４０日 ４５日

産業競争力強化法第７１条第１項に基づく技術等情報漏えい防
止措置認証機関の変更の認定

４０日 ４５日

７７．産業競争力強化法（平成二十五年法律第九十八号）



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

水銀による環境の汚染の防止に関する法律第６条第１項に基づ
く特定水銀使用製品の製造の許可

４０日 ４０日

水銀による環境の汚染の防止に関する法律第９条第１項に基づ
く特定水銀使用製品の用途の変更の許可

４０日 ４０日

既に製造された特定水銀使用製品に関する水銀による環境の汚
染の防止に関する法律附則第３条に基づく承認

４０日 ４０日

既に製造された特定水銀使用製品に関する水銀による環境の汚
染の防止に関する法律施行令附則第４条に基づく承認

４０日 ４０日

７８．水銀による環境の汚染の防止に関する法律（平成二十七年法律第四十二号）



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律第３３条第
１項に基づく再商品化計画の認定

９０日 ９０日

プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律第３４条第
１項に基づく再商品化計画の変更の認定

９０日 ９０日

プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律第３９条第
１項に基づく自主回収・再資源化事業計画の認定

９０日 ９０日

プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律第４０条第
１項に基づく自主回収・再資源化事業計画の変更の認定

９０日 ９０日

プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律第４８条第
１項に基づく再資源化事業計画の認定

９０日 ９０日

７９．プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律（令和三年法律第六十号）



プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律第４９条第
１項に基づく再資源化事業計画の変更の認定

９０日 ９０日



手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減
事業活動の促進等に関する法律法第３９条第４項に基づく基盤
確立事業実施計画の認定

６０日 ６０日

手続名
情報通信技術を活用した行政の推進等に
関する法律第六条第一項の規定により行
われた申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に
関する法律第９条第４項に基づく供給確保計画の認定

３０日 ３０日

８０．環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律（令和四年法律第三十
七
号）

８２．脱炭素成長型経済構造への円滑な移行のための低炭素水素等の供給及び利用の促進に関する法律（令和六年法律第三
十七号）

８１．経済施策を一体的に講ずることによる安全保障の確保の推進に関する法律（令和四年法律第四十三号）



手続名

情報通信技術を活用した行政
の推進等に関する法律第六条
第一項の規定により行われた
申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

脱炭素成長型経済構造への円滑な移行のための低炭素水素等の
供給及び利用の促進に関する法律第１２条第１項に基づく製造
の承認

３０日 ３０日

脱炭素成長型経済構造への円滑な移行のための低炭素水素等の
供給及び利用の促進に関する法律第１４条第１項に基づく製造
の変更の承認

３０日 ３０日

脱炭素成長型経済構造への円滑な移行のための低炭素水素等の
供給及び利用の促進に関する法律第１７条第１項に基づく貯蔵
所の承認

３０日 ３０日

脱炭素成長型経済構造への円滑な移行のための低炭素水素等の
供給及び利用の促進に関する法律第１９条第１項に基づく貯蔵
所の変更の承認

３０日 ３０日

脱炭素成長型経済構造への円滑な移行のための低炭素水素等の
供給及び利用の促進に関する法律第１６条において準用する高
圧ガス保安法第２０条第１項に基づく完成検査

１４日 １４日

脱炭素成長型経済構造への円滑な移行のための低炭素水素等の
供給及び利用の促進に関する法律第２１条において準用する高
圧ガス保安法第２０条第１項に基づく完成検査

１４日 １４日



脱炭素成長型経済構造への円滑な移行のための低炭素水素等の
供給及び利用の促進に関する法律第１６条において準用する高
圧ガス保安法第３５条第１項に基づく保安検査

１４日 １４日

脱炭素成長型経済構造への円滑な移行のための低炭素水素等の
供給及び利用の促進に関する法律第２２条第１項に基づく輸入
検査

１４日 １４日

手続名

情報通信技術を活用した行政
の推進等に関する法律第六条
第一項の規定により行われた
申請の場合の処理期間

その他の申請の場合の処理期
間

二酸化炭素の貯留事業に関する法律第４条第１項に基づく試掘
の許可

５月
(二酸化炭素の貯留事業に関
する法律第６条第１項に基づ
く関係都道府県知事への協議
期間及び同条第２項の規定に
基づく関係行政機関等への協
議期間を除く。)

６月
(二酸化炭素の貯留事業に関
する法律第６条第１項に基づ
く関係都道府県知事への協議
期間及び同条第２項の規定に
基づく関係行政機関等への協
議期間を除く。)

二酸化炭素の貯留事業に関する法律第９条第２項（同法第１２
条第６項において準用する場合を含む。）に基づく試掘の許可
の更新

１月
(二酸化炭素の貯留事業に関
する法律第９条第５項におい
て準用する同法第６条第１項
に基づく関係都道府県知事へ
の協議期間及び同条第２項の
規定に基づく関係行政機関等
への協議期間を除く。)

４５日
(二酸化炭素の貯留事業に関
する法律第９条第５項におい
て準用する同法第６条第１項
に基づく関係都道府県知事へ
の協議期間及び同条第２項の
規定に基づく関係行政機関等
への協議期間を除く。)

８３．二酸化炭素の貯留事業に関する法律（令和六年法律第三十八号）



二酸化炭素の貯留事業に関する法律第１２条第１項に基づく試
掘の許可

６月
(二酸化炭素の貯留事業に関
する法律第１２条第６項にお
いて準用する同法第６条第１
項に基づく関係都道府県知事
への協議期間及び同条第２項
の規定に基づく関係行政機関
等への協議期間を除く。)

７月
(二酸化炭素の貯留事業に関
する法律第１２条第６項にお
いて準用する同法第６条第１
項に基づく関係都道府県知事
への協議期間及び同条第２項
の規定に基づく関係行政機関
等への協議期間を除く。)

二酸化炭素の貯留事業に関する法律第１４条第１項に基づく許
可試掘区域の増加の許可

４月
(二酸化炭素の貯留事業に関
する法律第１４条第３項にお
いて準用する同法第６条第１
項に基づく関係都道府県知事
への協議期間及び同条第２項
の規定に基づく関係行政機関
等への協議期間を除く。)

５月
(二酸化炭素の貯留事業に関
する法律第１４条第３項にお
いて準用する同法第６条第１
項に基づく関係都道府県知事
への協議期間及び同条第２項
の規定に基づく関係行政機関
等への協議期間を除く。)

二酸化炭素の貯留事業に関する法律第１４条第１項に基づく許
可試掘区域の減少の許可

４５日 ２月

二酸化炭素の貯留事業に関する法律第１７条第１項に基づく試
掘の譲渡及び譲受けの認可

５月 ６月

二酸化炭素の貯留事業に関する法律第１７条第２項に基づく試
掘者である法人の合併及び分割の認可

５月 ６月

二酸化炭素の貯留事業に関する法律第５８条第３項において準
用する同法第３７条第２項に基づく試掘の事業着手延期の認可

１６日 ３週



二酸化炭素の貯留事業に関する法律第５８条第３項において準
用する同法第３７条第５項に基づく試掘の事業休止の認可

１６日 ３週

二酸化炭素の貯留事業に関する法律第５９条第１項に基づく試
掘実施計画の認可

３月 ４月

二酸化炭素の貯留事業に関する法律第６０条第１項に基づく試
掘実施計画の変更の認可

３月 ４月

二酸化炭素の貯留事業に関する法律第１０７条第１項に基づく
貯留層の探査の許可

２月 ２月

二酸化炭素の貯留事業に関する法律第１０９条第１項に基づく
貯留層の探査の変更の許可

２月 ２月

二酸化炭素の貯留事業に関する法律第１１２条第１項に基づく
貯留層の探査の許可を受けた者である法人の合併及び分割の承
認

２月 ２月

二酸化炭素の貯留事業に関する法律第１１３条第１項に基づく
貯留層の探査の許可を受けた者の相続の承認

２月 ２月



二酸化炭素の貯留事業に関する法律第１１６条第１項に基づく
土地の立入りの許可

４月 ５月

二酸化炭素の貯留事業に関する法律第１２０条第１項に基づく
土地の使用の許可

５月
(二酸化炭素の貯留事業に関
する法律第１２０条第２項の
規定に基づく関係都道府県知
事への協議期間を除く。)

６月
(二酸化炭素の貯留事業に関
する法律第１２０条第２項の
規定に基づく関係都道府県知
事への協議期間を除く。)

二酸化炭素の貯留事業に関する法律第１２３条に基づく水の使
用に関する権利の許可

５月
(二酸化炭素の貯留事業に関
する法律第１２３条において
準用する同法第１２０条第２
項の規定に基づく関係都道府
県知事への協議期間を除
く。)

６月
(二酸化炭素の貯留事業に関
する法律第１２３条において
準用する同法第１２０条第２
項の規定に基づく関係都道府
県知事への協議期間を除
く。)


